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第 1章：序論 

 

 南半球中高緯度域通称，南大洋は大陸に妨げられずに海洋で覆われており，そ

の環境下での船舶・現場観測が困難な環境条件などに起因し，他の海域と比べて

その実態把握があまり進んでいないが，近年の衛星観測あるいは数値モデル研

究の発達によって，同海域は大気－海洋－生態系変動など多様な視点からの研

究が活発になってきた．また，この海域に存在する南極海は南極大陸を取り囲ん

で表層から海底まで，時計回りの大規模な南極周極流によって，全海洋で唯一大

西洋，インド洋，そして太平洋の海水を均質にしてその海水を各海洋に輸送する

ことから海洋大循環と密接に関係し非常に重要な海域である． 

南極大陸で最も北に位置するドレーク海峡は，偏西風が卓越する海域，そして

南極海における生態系の要であるナンキョクオキアミ有数の生息域であること

から，オキアミに関連する海洋資源の変動を把握する上で注目すべき海域であ

る．南極半島先端と南米大陸南端の間に位置するドレーク海峡付近におけるナ

ンキョクオキアミおよび海洋上層の年々変動が同海域付近における海上風変動

の指標とされるドレーク海峡振動指数に密接な関係があることが Naganobu et 

al. (1999)によって世界で初めて明らかにされた．このことからドレーク海峡振

動指数で特徴付けられる海上風変動が南大洋における如何なる空気規模および

特性を有するのかが非常に興味深い．南大洋域上における大気変動に関して，従

来の研究では南極付近の回りに環状構造を形成する南極振動が上層大気場で優

勢であることが指摘されていたが，海上風場に如何なる特性が卓越するのかは，

同海域における大気－海洋相互作用過程を解明する上での不可避な課題と考え

られる． 

 こうした南大洋域における海上風変動の解析には，洋上における実測資料が

決定的に不足していることから，数値気象モデルによる再解析データや人工衛

星観測によるデータが主となる．前者は，欠測域・期間がない利点があるが，観

測資料の乏しい海域では現実の現象を反映する保証がない．一方，後者は，短期

間に全海洋上の観測が可能であり，現実の現象を反映している利点があるが，衛

星観測が実用化した 20年余りの期間に限定される他，海上風データを提供する

マイクロ波散乱計による観測値の海氷域における精度が保証されず，南大洋高

緯度域におけるデータに対する信頼性の検証が必要となる． 
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ドレーク海峡付近においては，卓越する偏西風の変化が海面付近の水温変動

を誘起し，同海域の水塊特性に影響を与えると考えられる．これは海面だけでな

く，深度 100 m程度までの亜表層水温の変動にも影響を及ぼし，その亜表層水

温の変化は，鉛直方向に輸送され海面付近の表層水温変動を左右させる可能性

がある．したがって，ドレーク海峡付近の偏西風変動が同海域の海洋上層の水温

変化に影響をあたえることが考えられ，それに伴う海洋上層の水温変化を通じ

てナンキョクオキアミの増減をもたらすことが期待される．上述した問題点を

解明することで，ドレーク海峡付近における大気－海洋－ナンキョクオキアミ

変動の機構の理解が飛躍的に進むことが期待される． 

 

1.1．南半球中高緯度海域の特徴 

 南半球中高緯度域は偏西風の影響が海面まで届きやすいことから全海洋で最

も海上風が強い海域である．この海域に存在する南極海は，明確な定義が存在し

ておらず，南大洋と呼ぶこともある．南大洋の呼称について，南極の調査研究の

現場では，40oS 付近に位置する亜熱帯海域と亜南極海域との境をなす亜熱帯前

線に一致する説がある(永延，2003)．本研究では，対象海域として 20oS以南を

南大洋として扱う． 

 南大洋の海洋構造は，外洋の暖水系と大陸付近の冷水系から形成される水塊

分布とその変動で成り立っている(Orsi et al. 1995)．40oS付近に沿って周極的

に分布する亜熱帯前線と南極大陸の間には，複数の前線が定義されており，それ

らの前線群は北から順に，亜熱帯前線，亜南極前線，南極前線，南極周極流南前

線，および南極周極流南限境界である．これらの前線は南極大陸を取り囲む周極

的に分布し，これらの前線を境に南大洋の海洋環境は南北に大きく変化する．亜

熱帯前線の南には偏西風帯があり，海流は西から東へ流れる．この流れは南極大

陸を周極的かつ南大洋を時計回りに流れる南極周極流と呼ばれ，太平洋，大西洋，

インド洋の水塊が混合した同一の性質を保つ役割をもち，その中心付近は南極

前線と一致する．南極大陸の近くには，偏西風帯とは反対の風向で東から西へ吹

く偏東風帯が卓越し，西向きの南極沿岸流が存在する (最南端は 61oS付近)．東

向きの南極周極流のと，西向きの南極沿岸流の間の境界では深層暖水が湧昇し

(61oS付近)(Tomzack and Godfrey 1994)，南極発散域と呼ばれる．この湧昇水

は栄養塩類に富み，上層の冷水よりも相対的に暖かい． 
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 南大洋は，その鉛直構造から南極表層水，深層暖水，および南極底層水の 3つ

の水塊に区別される： 

 

・ 南極表層水は，表層から約 200 m以浅に形成されている．この水塊は，冬季

の厳しい海面冷却により形成され，結氷点付近まで水温が低下した低冷水で

あり，水温極小で特徴付けられる．夏季には日射により海面が加熱され，0 oC

以上に昇温した海水が低冷水の上層に形成され，南極表層水中は中冷状態と

なる．これらを区別して，前者を冬季形成水，後者を夏季形成水と呼ぶ． 

・ 深層暖水は，低緯度海域の深層水(2,000－3,000 m)を起源として，南極表層

水以深の中層に存在し，水温の極大層および塩分の極大層をもつことで特徴

付けられる．このことから，この水塊の湧昇は上層への栄養塩の供給に加え

て，海氷で覆われた海面にポリニア(海氷のない水域)を形成し，日射の海面

への照射による 1次生産への影響など，生物活動にとって重要な要素である． 

・ 南極底層水は，南極海において最も下層に存在し，低温および高塩分で特徴

付けられる．南極大陸沿岸の南極表層水は，結氷する過程で塩分を排出し密

度が大きくなり，大陸棚上に分布する．この高密度の表層水を陸棚冷水と呼

ぶ．この陸棚冷水が陸棚斜面に沿って沈降する際，高塩分の深層暖水と混合

し，密度を増しつつ底層に達する過程で南極底層水が形成される．さらに，

南極底層水は海洋深層大循環と密接な関係にあり，地球海洋全体に対して極

めて重要な海水である． 

 

これら 3 つの水塊の相互作用による表層海況変動の影響は南極海における生物

生産活動にとって非常に重要である． 

 

1.2．南大洋域における生態系と大気変動との関係の先行研究 

南極大陸で最も北に位置するドレーク海峡は，偏西風の卓越域に相当するた

め，海上風による吹送流やエクマン輸送などの影響を受けやすい海域である．同

海域はナンキョクオキアミ(Euphausia sperba)有数の生息域であることが知ら

れており，好漁場も集中していることから，ナンキョクオキアミに関連する南極

海洋生態系および海洋資源の変動を把握する上でも注目されている海域である． 

ナンキョクオキアミは，オキアミ類の中でも最大に成長し，体長 60 mm以上
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に達し，その寿命は 5-7 年とされる(Siegel, 1989)．その分布域は初夏(12 月)か

ら盛夏(2月)には大陸棚斜面に分布し，表層 200 m以浅に群を形成する．また，

夏季は珪藻などの植物プランクトン，冬季には動物プランクトンや海氷中のア

イスアルジーなどを摂餌する(Everson, 2000a)．さらにナンキョクオキアミは魚

類・イカ類・鯨類などの高次捕食者の餌としても，南極生態系の食物連鎖を支え

る重要な生物である(図 1.1) (Everson, 2000b)． 

図 1.2は南極海の海面から深度 200 mまで平均した水温(以下、環境水温指数

と略す)とナンキョクオキアミ漁業地点の地理的分布図である(永延, 2009)．オキ

アミ操業地点は，インド洋区から太平洋区の 60oE－170oE にかけて、環境水温

指数が低温(0.5 oCから－1.0 oC)である狭い南北範囲内を東西方向に帯状に分布

している．一方，ドレーク海峡から大西洋区の南極半島海域およびスコシア海で

は、高温(0.5 oCから－0.5 oC)である狭い南北範囲内を東西方向に帯状に集中的

に分布している．過去の漁場はインド洋区の東南極大陸沖であったが、現在の漁

場は南米大陸の寄港地に近い大西洋区の南極半島海域からスコシア海域である

(永延, 2009)．また，漁場形成場では，環境水温指数の南北変化が急傾度を示す． 

ナンキョクオキアミ操業が始まったのは 1972年からで，旧ソ連は 7,400 トン

を漁獲した(図 1.3) (遠洋水産研究所, 2006)．図 1.3を見ると，1976/77年の漁獲

は 10 万トン近くに増え，1978/79 年には 30 万トンを超え，1981/82 年に最大

漁獲量 50万トン強に達した。しかし，その後数年間はオキアミの商品化が停滞

し，漁獲対象が魚類へ移行したため，漁獲量は大幅に低下した．1986/87年から

再び増加し，1990/91年までは 35-40万トンで推移した．1992/93年には前年の

20 万トン強から 8 万トンへ激減したが，これは旧ソ連からロシアへの政治体制

の変化により，採算が取れないという経済的理由で操業を中止したためである．

1992/93年以降から現在までの漁獲量はほぼ年間 10万トン前後で推移している． 

Naganobu et al,.(1999)は，1982年から 1998 年の 17年間における夏季(1月)

のドレーク海峡周辺のオキアミ加入比率と，南米大陸南端の Rio Gallegos 基地

と南極半島の Esperanza 測候所の海面気圧差によって定義した偏西風の強さの

指標となるドレーク海峡振動指数(Drake Passage Oscillation Index，以下

DPOIと略す)との間に正の相関関係があることを初めて見つけた(図 1.4)．例え

ば，夏季(12月－2月までの 3ヶ月間の平均)の DPOIの高い(低い)時期には強い

(弱い)偏西風となり，夏季(1月)のナンキョクオキアミが増加(減少)する．言い換
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えれば，偏西風の強弱がオキアミの増減につながる．同様に，DPOIの変動と海

氷変動に関係性があることを見つけた．彼らは DPOI(偏西風)の変動が以下の仮

説によって特徴付けられることを提唱した： 

 

・ 第一に，南極表層水(冬季形成水および夏季表層水と共に成層した水塊)は，

強い偏西風によって引き起こされる北向きのエクマン輸送によって北向き

に拡大し広範囲の海域を覆う．冬季形成水は冬季における海氷形成と密接に

関連する一様な混合層によって特徴付けられるとともに，冬季形成水と夏季

表層水から成る南極表層水で覆われる海域はマクロスケールでオキアミの

地理的分布にほぼ相当する(Mackintosh, 1960, 1972, 1973; Marr, 1962; 

Amos, 1984; Naganobu and Hirano, 1982; Brinton, 1985; Miller and 

Hampton, 1989)． 

・ 第二に，海氷で覆われる範囲は冬季形成水分布の変化量と密接に関連し，広

範囲に及ぶ冬季形成水が北方に向かって成長すると，海氷も DPOIの強い時

期に継続して北方へ拡張する．即ち，広範囲に及ぶ冬季形成水は強いエクマ

ン輸送が冬季に北方へ海氷を駆動するため低密度の海氷によって特徴付け

られる(Enomoto and Ohmura, 1992)． 

・ 第三に，DPOI の強い時期は強い北向きのエクマン輸送に伴うサウスシェト

ランド諸島海域およびエレファント諸島海域における深層暖水の沿岸湧昇

をもたらすが(Naganobu et al., 1993; Stein and Heywood, 1994; Kim et al., 

1998)，深層暖水がもつ高い水温は主要な生産の原因となることが考えられ

る．実際，湧昇域における主要なポリニアおよび沿岸ポリニアは，春季前半

に植物プランクトンが増殖する海域で起きるとされ(Zwally et al., 1983; 

Gloersen et al., 1992; Gordon and Comiso, 1988)，こうした現象はオキアミ

の増加をもたらす可能性がある． 

 

以上のことから Naganobu et al.,(1999)は，南極半島沿岸に沿って偏西風が卓

越すると，エクマン輸送によって南極表層水が北方へ向かって輸送され，深層か

ら暖かい栄養塩に富んだ深層暖水が湧昇するため，偏西風の強化(弱化)がオキア

ミの増加(減少)に影響を与えることを示唆した．IPCC(2001; 2007; 2013)はこの

結果を引用し，DPOIの長期変動に着目している． 
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近年，南大洋での環境異変は大気および海洋において地球規模で直接的に影

響しているとみられる．特に，南極半島周辺では，過去 50年間で顕著な環境変

動が起こり(IPCC, 2001)，それらとエルニーニョ・南方振動(El Niño-Southern 

Oscillation)などの地球規模の変動との関連を示す報告(Reiss et al. 2009)も成さ

れている．同海域における大気・海洋変動と，それに応答すると考えられる生態

系変動に関する研究の重要性は急速に高まりつつある．次節では，南大洋域上の

海上風に関係する大気変動の先行研究を紹介する． 

 

1.3．南大洋域における大気変動に関する先行研究 

南大洋の上空では，西から東へ向かう周極的な偏西風が支配的である．偏西風

は低緯度側の暖かい空気と高緯度側の冷たい空気の境目を吹く．こうした大気

循環は，数日から数年あるいは数年以上といった様々な時間スケールで変動す

る．南半球の海上大気場において最も重要な経年変化は，40oS 付近の中緯度お

よび 65oS 付近の高緯度における東西方向の平均海面気圧差の増減である(Gong 

and Wang 1999)． 

このような変動は様々な空間パターンをもつが，南大洋において頻繁に起こ

りやすいパターンが存在する(Cerrone and Fusco 2018)．南大洋の代表的な大気

場は南極域と中緯度帯における東西方向の平均海面気圧差の増減で特徴付けら

れる．このような圧力場の変化は，南半球環状モード(Southern Annular Mode，

以下 SAMと略す)とも呼ばれ，Thompson and Wallace(2000)によって定義され

た．SAM は 20oS 以南の月平均海面気圧(Sea Level Pressure，以下 SLP と略

す)に対する経験的直交関数によってその空間パターンと変動の時系列が定義さ

れる．図 1.5 に SAM が正位相のときの空間パターンを示す．SAM は図 1.5 に

見られるように南極域が低気圧偏差，中緯度帯が高気圧偏差で定義される．図

1.6 には SAM 指数の時系列を示す．時系列を見て分かるように SAM は年々変

動の分散が大きく，変動の時間スケールも数ヶ月から数年まで様々である．特に，

約 10年の周期が卓越する時期があり，海水温変動や海氷との関係が指摘されて

いる(Slonosky et al. 1997)．また，気圧高度偏差だけでなく南大洋の海上風場や

海面高度も SAM などの空間パターンを呈することが知られている(Iijima, 

2008)． 

近年における大気場変動で注目される対象として，偏西風域の南下があげら
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れる．この偏西風域の南下は，南半球におけるハドレー循環や偏西風ジェット域

が南下することに伴う現象と考えられている．偏西風の南下が SAMの正位相と

いわれ(Thompson and Solomon, 2002)，この現象が南大洋における水温上昇な

どを引き起こすと考えられている (Marshall et al. 2005)．しかし，SAMの詳

細なメカニズムは分かっておらず，現在でも活発な議論がなされている． 

 

1.4．海上風格子データセットの歴史  

海上風データは，海面付近における海上風の運動を表すだけでなく大気－海

洋相互作用過程に関係する重要な物理量の一つである．特に，風成海洋大循環理

論による表層海流の算出や詳細な大気－海洋相互作用の現象解析には，広範囲

かつ信頼性の高い海上風ベクトル場が必要となる．現在全球海上風ベクトル格

子データセットは異なる手法に基づき導出され，複数存在している． 

以前は，係留ブイ，商船そして貨物船等の篤志船による観測データに頼るほか

なかったが，ブイデータは係留されている点のみ，篤志船の観測データは航路の

みの観測データであるため空間的に不均一なデータであった．また，ブイデータ

は故障等によるデータの欠測や，船舶データも航海時のみのデータに限られて

いるために，時間的な連続性も少ない．しかし，1970年代に開発されたマイク

ロ波散乱計が 1990年代に人工衛星に搭載され実用化されたことにより，全天候

型の観測と短時間に全海洋上の海上風速・風向を測定することが可能となった．

これによって，観測データの時間および空間の軌道依存性は，客観解析等による

格子化により対処がなされ，一日程度の時間解像度を持つ衛星格子データセッ

トが整備された． 

再解析データは，大気の気象予報モデルに観測同化モデルと呼ばれる手法を

適用し，観測データの無い領域にも一定の妥当性を持たせ，欠測の無い観測同化

モデルデータセットが作成されている．これらのデータセットは海面のみなら

ず，大気内部におけるデータも提供しており，欠測が無く，格子点全てにデータ

が存在するという点，また他に使用できるデータが無い等の理由で観測に準じ

るデータとして気象学で広く用いられている．しかし，観測同化モデルでは，あ

るデータを初期値として数値予報モデルを走らせ，観測データが存在する領域

のデータに近くなるようにパラメータ調整をし，全球を対象とした数値モデル

に整合性をもたせたデータセットが構築されている．したがって，観測データが
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存在しない海域にもデータが補充される利点がある一方，数値モデルによる手

法に依存する誤差要因が避けられない．このことから現実の観測値や現象と対

応していない可能性があり(Sasaki and Nonaka 2006; Aoki and Kutsuwada 

2008; Kameda and Kutsuwada 2017; Kutsuwada et al. 2018)，観測値との比

較による精度検証や他のデータセットとの比較による検証が，解析する際の事

前に必要な情報になると考えられる． 

 

1.5．海洋上層の海上風変動に対する応答の先行研究 

 第 1.3節で述べたように，偏西風域が南下することによって，南大洋における

水温上昇などを引き起こすことが指摘されている(Aoki et al., 2015)．中でも

1990 年代における水温上昇は 50 年程度で大気から海洋内部に熱を与えている

といわれており，特に南極半島で著しい水温上昇が見られたことがMarshall et 

al.(2005)によって報告されている．さらに，南極大陸で最も北に位置するドレー

ク海峡付近でも 1960年代半ば以降，南極半島の東側沿岸で南半球の夏季におけ

る海面付近の水温が 2 oC以上上昇する現象が起きている(Marshall et al. 2005)．

こうした水温上昇は南大洋の水塊特性にも影響を与えることが推察される． 

 南半球の夏季において南極大陸沿岸に沿って偏西風が吹くと，ドレーク海峡

付近の海域における南極表層水はエクマン輸送の影響で表層水が北に輸送され，

それを補償するように比較的暖かく栄養塩に富んだ深層水が湧昇することが示

唆されている(Naganobu et al. 1999)．その後，Naganobu et al. (2008)は春季

の DPOI と南極半島北側の海域において南極表層水と深層暖水の水塊による海

況変動の指標として導入した海面から深度 200 m までの水温の平均値(環境水

温指数 MeanTEMperature-200，以下 MTEM-200 と略す)との間の関係に注目

し，両者の間に有意な相関があることを見つけた．このことから，DPOI が高い

(低い)時期には強い(弱い)偏西風に応答して MTEM-200 が上昇(低下)すること

が示唆される．即ち，ドレーク海峡付近では海上風－表層水温との間に有意な関

係があることが示唆される． 

 

1.6．本論文の目的と構成 

 本論文では，Naganobu et al.(1999)で明らかにされたドレーク海峡付近にお

ける海上風(すなわち，DPOI)と同海域のナンキョクオキアミ資源加入量との間
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で密接な関係があることをベースに，先ず南大洋上の海上風変動の解析に用い

るデータを特定するために，複数の海上風/海上風応力格子データセットの相互

比較を行う．次に，相互比較した結果に基づく最適な海上風格子データセットを

用いて，DPOIで特徴付けられる海上風経年変動が南大洋における如何なる空間

規模および特性を有するのかに注目する．最後に，DPOIで特徴付けられる大気

現象による影響を受けたナンキョクオキアミ生息海域の海況変動の力学機構を

明らかにすることを目的とする． 

最初に，南大洋域における海上風変動の解析では，洋上における実測資料が決

定的に不足していることから，数値気象予報モデルによる再解析データと人工

衛星観測によるデータが主となるが，南半球中高緯度域に着目して海上風/海上

風応力データの精度評価をした研究がほとんど存在しない．そこで第 2章では，

複数の海上風速/海上風応力の格子化プロダクトを対象とした相互比較および精

度検証を行う．次に，第 3 章では，第 2 章で検証した海上風/海上風応力データ

セットを用いて，ドレーク海峡付近の海上風経年変動が南大洋において如何な

る空間規模および特性を有するのかを明らかにする．さらに，第 4章では，第 3

章で明らかにされた DPOI によって特徴付けられる海上風変動がナンキョクオ

キアミの生息する海洋においてどのような影響をもたらしているのかを明らか

にする．最後に，第 5 章でこれらの結果を総括した結論を述べる．本研究は，

Naganobu et al.(1999)による研究成果の実態解明に貢献するものであるととも

に，ドレーク海峡付近の大気－海洋－ナンキョクオキアミ変動の機構の理解が

飛躍的に進むことが期待される． 
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図 1.1．南極海の食物連鎖の概念図(Everson, 2000a より引用)． 
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図 1.2．南半球夏季（1 月－3 月）における過去日本漁船によるオキアミ漁獲位

置(1973年－2005年，黒点)と環境水温指数(oC)(World Oceam Atlas Data 2005)

の分布図(永延, 2009より引用)．等温線は 0.5oC間隔である．□枠で示す海域は

開洋丸/JARPA共同調査海域である． 
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図 1.3．南大洋において各国によって作成されたナンキョクオキアミの年間漁獲

変化(遠洋水産研究所, 2006より引用)． 
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図 1.4．夏季(12月－2月の 3ヶ月平均)の DPOI，夏季(1月)の単位体積当たりの

全てのナンキョクオキアミ個体数，ナンキョクオキアミ 2 齢魚，ナンキョクオ

キアミ 1齢魚，そしてクロロフィル a濃度の時系列(Naganobu et al. 1999 より

引用)． 
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図 1.5．NCEP/NCAR の海面気圧偏差を用いた南半球環状モードの空間パター

ン．暖色は高気圧偏差，寒色は低気圧偏差を示す(Thompson and Wallace (2000)

より引用)． 
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図 1.6．標準化された月平均の南極振動指数の時系列．期間は 1990 年 1 月－

2010年 12月．赤は正偏差を示し，青は負偏差を示す． 
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第 2章：南大洋上における海上風/海面応力データセットの精度検証 

 

2.1．海上風観測の歴史とデータセットの紹介 

－船舶観測・衛星観測・数値モデルおよび再解析－ 

 海上風は大気から海洋に運動を与える物理量の一つであり，海上風による海

上風応力は海水を駆動させ，表層海流を発生させる  (Bourssa et al. 2010; 

Kameda and Kutsuwada 2017)．また，海上風は大気および海洋間の熱・運動

量の輸送を担う．このように，海上風は海洋における現象や大気－海洋相互作用

の解明および解析にとって重要な物理量であることから(Risien and Chelton, 

2008; O’Neill et al. 2015; Kutsuwada et al. 2018)，信頼性が高く，時間的およ

び空間的な解像度の高い海上風のデータが必要となる． 

 海上風の観測は 1980 年代まで船舶による観測が主流であり，1970 年代以降

は係留ブイにより観測されたデータも使用可能になった．しかし，現場観測値の

空間解像度が非常に低いため，現場観測データのみによる全球プロダクトの構

築は困難であった．1980 年代以降，人工衛星観測の技術開発が急速に進み，1990

年代以降，衛星観測データの使用が可能となった．特に，衛星に基づくマイクロ

波散乱計を用いて観測した海上風データは海上風速と風向に対して広範囲に一

様なデータを提供することが可能となった(Kutsuwada 1998)． 

 再解析データでは，大気の気象予報モデルに観測同化モデルと呼ばれる手法

を適用し，観測データの無い領域にも一定の妥当性を持たせ，欠測の無い観測同

化モデルデータセットが作成される．これらのデータセットには欠測域がほと

んど存在しないが，第 1.4節で述べたように，あるデータを初期値として数値予

報モデルを走らせ，観測データが存在する領域のデータに近くなるようにパラ

メータ調整し，全球を対象とした数値モデルに整合性をもたせたデータセット

が構築される．このことからこれらの海上風ベクトルデータはモデリングの相

違が原因で，データセット間で異なる信頼性をもつと考えられる(Kameda and 

Kutsuwada 2017)．Kameda and Kutsuwada (2017)は複数の代表的な衛星格子

化データセットと再解析データセットを用いて，ブイデータを真値とした各デ

ータセットの精度検証と各データセット間の相違を調べた．その結果，ブイの精

度検証において衛星格子データセットは全てのブイ観測点における平均値で最

良のデータセットであること，データセット間で異なる理由として測定方法の
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違いや構築手法の相違を指摘した． 

Risien and Chelton (2008)は，人工衛星 QuikScatteromter(以下，QSCATと

略す)と National Centre for Environmental Prediction/National Centre for 

Atmospheric Research (以下，NCEP/NCARと略す)再解析による海上風ベクト

ルデータセットから算出された全球海上風応力の回転成分において顕著な差が

存在することを示した．さらに，Kutsuwada et al. (2018)は北太平洋の中緯度

域と熱帯太平洋において異なるデータセットから導出した海上風応力回転場成

分に有意な差が存在することを示した． 

 第 2 章では全海洋を対象とする海上風/海上風応力ベクトル格子データセット

の精度検証を対象とする．これに対して，複数の代表的な人工衛星データセット

および再解析データセットによって提供される海上風ベクトル格子データを使

用するが，これらの中で気候変動の解析などに最も使用されているデータセッ

トを選択した．本研究では，全球海上風応力ベクトルデータセット間での空間解

像度を重視し，各データセット自体がもつ空間特性に注目するため，再格子化せ

ずに解析する．同様に海洋表層の流れを駆動する上で重要なパラメータである

海上風応力の回転場成分に対する相互比較を通して，データセット間での相違

に対する要因を調査する． 

各データセットの信頼性を検証するために，系留ブイでの現場観測を真値と

みなして，各格子データによる時系列と比較する．こうした検証は系留ブイが存

在する熱帯太平洋および大西洋や大陸周辺海域に限定される(図 2.1)ことから，

ブイ観測点の無い海域における信頼度の評価として，異なるデータセット間で

の相互比較も行う．多くの先行研究で示されたように，様々な海域における海上

風および海上風応力データセットの信頼性を検証することはデータセット利用

者への情報提供として必要不可欠と言える． 

 

2.2．使用データ 

 本研究で対象とした物理変数，時間および空間解像度を表 2.1に示した．解析

期間を全ての海上風応力データセットが利用可能な 2008 年の 1 年間に限定し，

単一のマイクロ波散乱計および複数の人工衛星観測データから導出された衛星

データセットのほか，複合データセット，および 4 つの再解析データセットを

対象とする．全ての海上風データは海上 10 mでの風速値とされ，その日平均値
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を用いた．本研究では，各海上風応力データセットでの空間特性を重視するため

に，各データセット自体の空間解像度を使用した． 

 

2.2.1．人工衛星格子化データセット 

2.2.1.1．QuikSCAT/japanese ocean flux data sets with use of remote sensing 

observation version 2(QSCAT/J-OFURO2) 

全球格子海上風ベクトルデータセット Japanese Ocean Flux Data Sets with 

Use of Remote Sensing Observations (以下，J-OFUROと略す)は気候変化と大

気－海洋相互作用の正確な理解を得るために，全海洋上での海面フラックスを

推定するために人工衛星観測データを用いて導出された．全海洋上の海上風/海

上風応力ベクトルの格子化データセットは，衛星散乱計(QSCAT/Seawinds)によ

って得られる衛星軌道に沿ったデータ(Level 2 と呼ばれる)から荷重平均法

(Kutsuwada 1998; Kubota et al. 2002)を用いて格子化され，QSCAT/J-

OFURO2 と呼ぶ．データセットは 1999 年 8 月 1 日－2009 年 10 月 31 日であ

り，日平均および月平均の時間解像度で空間解像度は 1.0o×1.0o格子である．海

上風応力に変換する際に使用する抵抗係数は Large and Pond(1981)に基づき，

中立安定を仮定した風速のみに依存する．本研究では日データを使用する． 

 

2.2.1.2．Japanese ocean flux data sets with use of remote sensing observation 

version 3(J-OFURO3) 

 全球格子海上風ベクトルデータセット Japanese Ocean Flux Data Sets with 

Use of Remote Sensing Observations version 3 (以下，J-OFURO3と略す)は，

複数の人工衛星観測(マイクロ波放射計とマイクロ波散乱計)に基づいて大気－

海洋間の海面フラックスとフラックスに関連する物理パラメータから成る 

(Tomita et al. 2019)．これらのプロダクトは，1988年 1月 1日－2013年 12月

31 日の期間で時間解像度は日平均値と月平均値，空間解像度は 0.25o×0.25o格

子で全海洋上を対象とする．海上風応力は大気安定度を考慮して Coupled 

Ocean-Atmosphere Response Experiment Version 3.0(以下，COARE3.0と略

す)(Fairall et al. 2003)のバルクフラックスアルゴリズムを用いて算出される．

本研究では日データを使用する． 
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2.2.1.3．Institut francais de recherche pour la recherche et l’exploitation de 

la mer (IFREMER) 

 Institut francais de recherche pour la recherche et l’exploitation de la mer 

(IFREMER)は全海洋上での海上風/海上風応力ベクトルを，複数の人工衛星に搭

載されているセンサー(マイクロ波散乱計とマイクロ波放射計)による観測デー

タから格子プロダクトを構築した(Bentamy et al. 2016)．本データはヨーロッ

パ中期予報センター(ECMWF)による operational analysis(解析値)を背景デー

タとしてクリジング法による格子化手法によって構築された．このプロダクト

は 1992 年 1 月 1 日－2016 年 12 月 31 日の期間で，6 時間毎の時間解像度とと

もに空間解像度 0.25o×0.25o 格子のデータが全海洋上で利用可能である．海上

風応力は 10 m 高度の風速および風向データより Smith (1988)による抵抗係数

を用いて推定された．本研究では，6時間毎のデータから日平均にされたデータ

を使用する． 

 

2.2.2．複合データセット 

2.2.2.1．Cross calibrated multi-platform ocean surface wind vector L3.0 

version 2 first look analysis(CCMPV2.0) 

 Cross calibrated multi-platform ocean surface wind vector L3.0 version 2 

first look analysis version 2 (以下，CCMPV2.0 と略す)は，米国航空宇宙局

(NASA)，ジェット推進研究所(JPL)が提供するプロダクトである．CCMPV2.0

は，ヨーロッパ中期予報センター(ECMWF)の operational analysis(解析値)を

背景データとして使用し，観測値として，SSM/I，TMI，AMSR-E といったマ

イクロ波放射計センサー，QSCAT，そして National Center for Atmospheric 

Research(NCAR)で使われる全ての船舶および係留ブイ観測の海上風データを

使用し，変分法による格子化手法によって作成されている(Atlas et al. 2011, 

Wentz et al. 2015)．このプロダクトの背景データ，すなわち，ECMWF 

operational は，安定度に依存した海上および陸上高度 10 mの風速であるが，

CCMPV2.0 では，中立状態に対する海上および陸上高度 10 m での風速値が提

供されている(Kent et al. 2013)． 

 運動量フラックスを算出するために，海面での海上風応力は下層大気での中

立安定を仮定し，COARE3.0 のバルクフラックスアルゴリズムを用いて算出さ
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れた．プロダクトは 1987 年 1 月 1 日－2017 年で停止されていて，6 時間毎の

時間解像度とともに空間解像度 0.25o×0.25o格子の全海洋上で利用可能である．

本研究での海上風応力は 6 時間毎の海上風データから算出して，その後日平均

値にした海上風応力データを使用する． 

 

2.2.3．再解析データセット 

2.2.3.1．National centre for environmental prediction/national centre for 

atmospheric research (NCEP/NCAR) 

 NCEP/NCARによる再解析データは，船舶，ラジオゾンデ，航空観測，人工

衛星などの観測データを，数値気象予報モデルにデータ同化することで作成さ

れる(Kalnay et al. 1996)．データセットは 1948 年 1 月 1 日から現在も随時更

新されており，6時間毎，日平均，そして月平均の時間解像度で空間解像度 2.5o

×2.5o格子データが全海洋上で利用可能である．ここでは，海面乱流運動量フラ

ックスに対してNCEP/NCARのwebsiteから入手した海上風応力データの日平

均データを使用する．NCEP/NCARの海上風応力は，定義上海上風応力と符号

が逆なので，海上風が海面に与える応力ということで，J-OFURO3の海上風応

力の符号に合わせて使用した． 

 

2.2.3.2．National centre for environmental prediction/climate forecast system 

reanalysis (NCEP/CFSR) 

 The NCEP/Climate Forecast System Reanalysis(以下，NCEP/CFSRと略す)

データセットは米国海洋大気庁(NOAA)NCEP によって作成された再解析デー

タである(Saha et al. 2010)．本研究で使用したデータは NOAA の National 

Climatic Data Centre (NCDC)によって継続されている NOAA の National 

Operational Model Archive and Distribution System(以下NOMANDSと略す)

から提供される．大気海洋結合モデルは Geophysical Fluid Dynamics 

laboratory Modular Ocean Model と鉛直 64層もつ T382の空間解像度(38 km)

でのスペクトル大気モデルから成る．したがって，NCEP/CFSR では格子化さ

れた統計内挿(Gridded Statistical Interpolation，以下 GSIと略す)データ同化

システムが使用される．データセットは 1979年から現在も随時更新されていて，

6時間毎，日平均，そして月平均の時間解像度とともに空間解像度 0.5o×0.5o格
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子の全海洋上で利用可能である．本研究では海面乱流運動量フラックスとして

NCEP/CFSR の website から入手した海上風応力データの日平均データを使用

する． 

 

2.2.3.3．Japanese 55-year reanalysis (JRA55) 

 JRA55 データセットは日本の気象庁によって提供されている全球規模での長

期再解析データである(Kobayashi et al. 2015)．JRA55 は日本の気象庁におけ

る 2 回目の長期再解析プロジェクトによって実施されており，JRA25 の対象期

間が 25 年間(1979 年－2004 年)であったのに対し，JRA55 では 55 年間(1957

年－2012年)と対象期間が延長されている．さらに，JRA55は JRA25以降の発

展したデータ同化システムが用いられている．データセットは 1957年 1月 1日

から現在も随時更新されていて，3時間毎，日平均，そして月平均の時間解像度

とともに空間解像度 1.25o×1.25o 格子のデータが全海洋上で利用可能である．

本研究では海面乱流運動量フラックスとして JRA55のwebsiteから入手した海

上風応力データの日平均データを使用する． 

 

2.2.3.4．ERA-interim 

 ERA-Interim データセットはヨーロッパ中期予報センター(ECMWF)が提供

する再解析データである(Dee et al. 2011)．ERA-Interimデータセットを作成す

るために使用されデータ同化システムは 12 時間値の解析 window をもつ 4 次

元変分法によって構築され，作成に用いられたデータ同化システムは 2006 年に

リリースされた IFS(Cy31r2)に基づいている．データセットは 1979年 1月 1日

－2019年 8月 31日の期間で，12時間毎，日平均，そして月平均の時間解像度

とともに空間解像度 0.75o×0.75o 格子の全海洋上で利用可能である．本研究で

は海面乱流運動量フラックスとして ERA-Interimのwebsiteから入手した海上

風応力データの日平均データを使用する． 

 

2.2.4．海上気象観測係留ブイ 

 上述した海上風応力プロダクトの精度検証を行うためには真値となるデータ

が必要である．海上風は，海面から高さ 10 mの位置で 10分間平均の値と定義

される．ブイにおける観測位置は 10 mよりも低いため，ブイの観測値は 10 m
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に補正する必要がある．したがって高度補正を施した気象観測ブイによる観測

値を真値としてデータセットの精度検証を行う．検証に用いた係留ブイの一覧

を表 2.2および表 2.3に，測点を図 2.1に示す． 

 各係留ブイは 3 時間値の JMA ブイデータを除いて 1 時間値である．係留ブ

イでの風速は海面上の異なる高度で観測されている．このため係留ブイの海上

風速を用いて海上風応力(運動量フラックス)は観測高度の修正に加えて風速へ

の依存性および大気安定度を含めて，COARE3.0 アルゴリズムのバルク式によ

って算出した．このことから各系留ブイでの海上風応力が安定度を考慮した値

を提供する．本研究で，各系留ブイの海上風応力東西成分と南北成分は風速およ

び風向，気温，海面水温，そして相対湿度の 1時間値から算出して，その後日平

均値に統一した． 

 

2.2.5．本研究で使用した統計量 

 検証研究で使用した統計量は平均差，平均差を取り除いた root mean square 

error(以下，RMSE と略す)，相互相関係数である．統計値は 2008 年 1 月 1 日

－2008 年 12 月 31 日までの 1 年間における日平均の時系列に対して算出した． 

 

・ 平均差 

平均差は個々のデータの差の平均という解釈と平均場の差という解釈の双方が

可能である．数式上等価なので，必要に応じて解釈を行う．本研究で，平均差は

真値からの系統的なずれという意味で，バイアス差に相当する統計量として使

用する．平均差は式(2-1)によって得られる： 
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  (2-1) 

 

ここで𝑥𝑖は各格子における海上風応力データの東西成分および南北成分，𝑦𝑖はブ

イデータで観測された海上風データから算出された海上風応力の東西成分およ

び南北成分である．N は統計計算に用いられた日平均データ数である． 
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・ RMSE 

RMSE は精度を評価するための指標の一つであり，今回の精度検証における

RMSE は，各データセットが真値(ブイデータ)からどの程度離れているかを示

す．標準偏差が平均からのばらつきを見るのに対して，真値からのばらつきを意

味する．また，真値からどの程度離れているかを表すため，0に近いほど精度が

高いといえる．RMSEは式（2-2）によって得られる： 

 

( ) 
2

1

n

i i

i

x y x y

RMSE
N

=

− − −

=


  (2-2) 

 

ここで Overbarは対象期間における平均値である． 

 

・ 相関係数 

相関係数は異なる二つのデータ𝑥𝑖と𝑦𝑖によって以下の式(2-3)より得られる．相関

係数は二つのデータ間の変動がどの程度類類似しているかを表す．その数値は

±1 の間で示され，＋1 に近いほど正の相関を表し，－1 に近いほど逆相関を表

す．また 0に近いほど無相関を表す．今回の精度検証において，ブイデータと各

データセットの変動がどれほど類似しているかを示す．相関係数は式(2-3)によ

って得られる： 
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2.3．ブイデータを用いた精度検証 

 本研究の精度検証は，ブイデータを真値として，各データセットの海上風応力

の東西成分(以降東西風応力と呼ぶ)と海上風応力の南北成分(以降南北風応力と

呼ぶ)を対象として精度検証を行った．本解析で使用するブイデータはプログラ

ムによって高度補正のなされた Quality Control System Version 2(以下 QCS2

と略す)システムより得られる海上 10 m における海上風速データを使用して，
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COARE3.0 アルゴリズムによるバルク式によって算出した．精度検証に用いた

QCS2 では，各ブイ測点の周囲 4 つの格子点における海上風応力がブイ測点か

らの距離とともに減少する荷重によって平均される．また，各データセットを同

一の空間解像度への再格子化はしていない．よって，本研究は空間解像度の違い

を含めたデータセットの精度検証として位置づけられる．検証はブイ観測に対

する統計量(平均差，RMSE，そして相関係数)によって比較した．図 2.1で示さ

れる係留ブイの各測点における観測値に対して QCS2 を用いて算出した統計値

を表 2.4に示した． 

 本研究の精度検証では，全球，多くの係留ブイ(すなわち，TAO/TRITON ブイ)

が存在する低緯度域(15oS－15oNまで)に注目する． 

 

・ 平均差 

全球の東西・南北風応力において，最も小さな平均差の値は CCMPV2.0 がそれ

ぞれ 0.0006 N/m2および 0.0004 N/m2の値を示した．一方，最大の平均差は，

JRA55がそれぞれ 0.0130 N/m2および-0.0037 N/m2の値を示した．同様に，低

緯度域では，CCMPV2.0 がそれぞれ 0.0006 N/m2および 0.0006 N/m2と最小の

値を示し，大きな値は東西風応力で NCEP/NCAR，南北風応力で NCEP/CFSR

が 0.0121 N/m2および 0.0045 N/m2の値を示した． 

 

・ RMSE 

全球の東西・南北風応力において，NCEP/CFSRが 0.0160 N/m2および 0.0170 

N/m2の最小値，JRA55が 0.0862 N/m2および 0.1110 N/m2の最大値を示した．

同様に，低緯度域では CCMPV2.0 が 0.0063 N/m2および 0.0078 N/m2の最小

値，東西風応力では NCEP/NCAR，南北風応力では JRA55 が 0.0223 N/m2お

よび 0.0665 N/m2の最大値を示した． 

 

・ 相関係数 

全球の東西・南北風応力において，CCMPV2.0 が 0.946および 0.936の最も高

い相関，JRA55 が 0.785 および 0.743 の最も低い相関を示した．同様に，低緯

度域では，CCMPV2.0が 0.978および 0.978の最高相関，NCEP/NCARが 0.881

および 0.839の最低相関を示した． 
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 CCMPV2.0 データは，全球に対する結果と同様に中緯度域および高緯度域で

も平均差および RMSE が最小，相関が最高の統計量をもつ．一方 J-OFURO3

においては，高緯度域において 0.0032 N/m2および-0.0004 N/m2の最小値を示

した．このことから，係留ブイデータと各データセットとの相互比較結果では，

CCMPV2.0データが最良の統計結果を示す． 

 

2.4．複数の海上風応力格子データセットの相互比較 

 前節の比較結果から，他の海上風応力格子データセットとの相互比較の基準

プロダクトとして CCMPV2.0を使用した． 

 

2.4.1．年平均海上風応力場 

図 2.2 は，全海洋における CCMPV2.0 に基づく年平均海上風応力場(2008 年

1月 1日－2008年 12月 31日)((a)および(b))と標準偏差場((c)および(d))を示す．

東西風応力は，北太平洋，北大西洋，および南極周極流域において大きな平均値

および標準偏差を示す(図 2.2(a)および図 2.2(c))．南北風応力の平均値(図 2.2(b))

は，赤道太平洋および赤道大西洋を除くほとんどの海域で 0.05 N/m2 より小さ

い．また，南北風応力の標準偏差は赤道太平洋および赤道大西洋，西部熱帯太平

洋から赤道インド洋の海域において小さな標準偏差をもつ(図 2.2(d))． 

 次に，異なるデータセットによる海上風応力場の相互比較を行う．図 2.3 は，

2008年における東西・南北風応力の年平均場の 60oSから 60oNでの東西平均値

の南北プロファイルを示す(図 2.3(a)および図 2.3(b))．これらの図で示されるよ

うに，異なるデータセット間での相違が平均海上風応力の最大値/最小値の緯度

帯で見られた．南半球の偏西風帯に相当する 55oS帯において，東西・南北風応

力の平均は 0.06 N/m2および 0.04 N/m2であり，標準偏差は 0.12 N/m2および

0.05 N/m2である(図 2.3(c)および図 2.3(d))．55oS 帯で CCMPV2.0 の東西風応

力は最小である一方，CCMPV2.0 の海上風速は他のデータセット間で中間の大

きさである．南北風応力の南北プロファイルでは，NCEP/NCARデータが最小

であり，10oS と 15oN の間の亜熱帯域および熱帯域に相当する緯度帯で他のデ

ータと異なる．本論文では南半球中高緯度域における海上風変動を対象とする

ため，これ以降の相互比較は南半球に限定する．北半球および係留ブイが豊富に

存在する熱帯域を含めた海上風応力の相互比較結果は Yagi and Kutsuwada 
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(2020)に示される． 

 図 2.4 は 50oS 帯の太平洋(140oE－140oW までの東西平均)における東西風応

力の年平均値の東西プロファイルを示す．ERA-Interim が総じて大きい値を示

す一方，CCMPV2.0 および J-OFURO2は相対的に小さく，J-OFURO3 および

IFREMERデータは中間値を示す．注目すべきは IFREMERデータセットには

他のデータセットでは見られない短い波長の振動特性がみられる． 

 これらの東西プロファイルに対する空間特性に注目するため，東西風応力の

年平均場に対して波数スペクトル解析を適用した．図 2.5は 50oS帯の東西風応

力のパワースペクトル密度対空間波長プロットを示す．同一の空間解像度をも

つ J-OFURO3，CCMPV2.0および IFREMERの相互比較をすると，J-OFURO3

データの東西スペクトルはおよそ 400 km より短い波長帯で高いエネルギーレ

ベルを示す一方，CCMPV2.0は 100 km以下の波長帯でのエネルギーレベルが

低い．また IFREMER データの東西スペクトルは 50 kmの波長に顕著なピーク

がみられる．これらの結果に基づき，データセット間での海上風応力は表層海流

を駆動させる海上風応力の回転場における差を引き起こすことが予想される． 

 

2.4.2．各データセットにおける海上風応力回転場の相互比較 

図 2.6 は 8 種類の異なる海上風応力データセットによって作成された年平均

から導出した海上風応力の回転場の南北プロファイルを示す．海上風応力の回

転場の最大値は 45oS で顕著である．この差は図 2.3(a)および図 2.3(b)で示され

るように，東西風応力および南北風応力の差と一致する．注目すべきは，

IFREMER データの海上風応力回転場が全ての緯度帯で明確な振動特性をもつ

ことである．一方，同一の空間解像度 (0.25o)をもつ J-OFUOR3 および

CCMPV2.0 データの海上風応力回転場は互いに類似し，全海洋で互いにほぼ同

じ大きさをもつ． 

 海上風応力回転場の南北プロファイルに基づき南極周極流に相当する 45oS帯

における東西プロファイルに注目した．図 2.7および図 2.8は異なるデータセッ

トによる太平洋(140oEから 140oWまでの海域)の 45oS帯での海上風応力回転場

の東西プロファイルおよびパワースペクトル密度対空間波長プロットを示す．

年間を通して偏西風が卓越する南半球中緯度域に相当する 45oS帯の東西プロフ

ァイルは，J-OFURO3 および CCMPV2.0 が他のデータセットよりも高振幅の
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東西振動特性を呈する．一方，IFREMER は数度程度の空間スケールをもつ顕

著な東西振動を示す．以上から，J-OFURO3，CCMPV2.0，および IFREMER

データは互いに同じ空間解像度でありながら，データセット間で異なる空間特

性をもつことが言える． 

 これらの東西プロファイルに対する空間特性に注目するため，波数スペクト

ル解析を適用した(図 2.8)．J-OFURO3，CCMPV2.0，および IFREMER を相

互比較すると，J-OFURO3 データの東西スペクトルは全波長帯で最高のエネル

ギーレベルを示し，60－80 kmの波長帯に顕著なピークをもつ．一方，IFRMER

データの海上風応力回転場は 50km の波長帯で東西海上風応力よりも顕著なピ

ークがみられる．また，CCMPV2.0データの東西スペクトルは 100 km以下の

波長帯でエネルギーレベルが最も低い． 

 上述の結果に基づき，複数の人工衛星によって構築された J-OFURO3 データ

セットによる海上風応力の回転場は，CCMPV2.0 および IFREMERデータより

も高いエネルギーレベルもつことが明らかとなった．特に短波長帯で他のデー

タセットで見られないピークが検出された．このように，同じ空間解像度をもつ

データセットであっても，データセット間で異なる空間的特徴が見られること

は格子化手法の相違によって反映していると考えられる． 

 

2.5．まとめと議論 

 本研究では，2008年の1年間に対して衛星データセット(QSCAT/J-OFURO2，

J-OFURO3，IFREMER)，複合データセット(CCMPV2.0)，そして再解析デー

タセット(NCEP/NCAR，NCEP/CFSR，JRA55，ERA-Interim)を対象に，海上

風応力データセット間の相互比較を通して海上風/海上風応力ベクトル日データ

の信頼性を調べた． 

 初めに，係留ブイによる現場観測との比較として QCS 2から算出した東西・

南北風応力に対する統計量(平均差，RMSE，そして相関係数)を用いて各データ

セットによる海上風応力ベクトルの信頼性を検証した．その結果，CCMPV2.0

データセットの東西・南北海上風応力が全海域で最も信頼性が高いことを示し

た． 

 次に，基準データセットとして CCMPV2.0を用い，海上風応力の年平均場お

よび標準偏差場を異なるデータセット間で相互比較した．CCMPV2.0 データセ
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ットの東西風応力は南極周極流域で大きな平均値および標準偏差を示すが，そ

の空間特性は他の海上風応力データセットと類似していた．太平洋で東西方向

に平均した海上風応力場の南北プロファイルでは，NCEP/NCAR再解析データ

と他のデータセットの間での南北風応力場に相違が検出された(図 2.3(d))．5oN

および 20oS帯でNCEP/NCARと他のデータセット間での海上風応力の相違は，

亜熱帯域および熱帯域に相当する． 

最後に，J-OFURO3，CCMPV2.0 および IFREMER データに注目して空間

特性を調査した．海上風応力回転場の空間スペクトルにおいて，J-OFURO3 デ

ータは 45oS帯でエネルギーレベルが最も高く，およそ 300－600 kmおよび 60

－80 km の波長帯に卓越する空間特性が明確に検出された．一方，IFREMER

データの東西スペクトルは，他のデータセットにみられない 50 km(0.75 度格子

程度)の波長帯に顕著なピークがみられ，CCMPV2.0 データの東西スペクトル

は 100 km 以下の波長帯でエネルギーレベルが最も低い．これらの特徴から，

IFREMERおよび CCMPV2.0 データの海上風および海上風応力には，格子化手

法における初期値として使用されたERA-Interim再解析データセットの空間解

像度に起因する誤差が存在すると考えられる．また，Patoux and Levy (2013)に

よって指摘されるように，IFREMER データセットで検出された短波長の振動

特性は格子化手法に伴うエリアジングなどの人為的影響に起因することが示唆

される． 

 上述の結果に基づき，同じ空間解像度をもつデータセットでありながら，格子

化手法の相違によって異なる空間特性がもたらされると言え，データセット間

での相互比較に基づき，目的に適した海上風/海上風応力データセットを(慎重

に)選定することが重要である． 
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図 2.1．比較に用いた係留ブイの位置 (★KEO/JKEO，●DBC，▼TAO/TRRON，◇PIRATA，〇RAMA) 
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図 2.2．2008 年の年平均 (2008 年 1 月 1 日－2008 年 12 月 31 日 )した全海洋上での (a)東西海上風応力および (b)

南北海上風応力の平均場，そして (c)東西海上風応力および (d)南北海上風応力の標準偏差場．  
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図 2.3．異なるデータセット間での(a)平均東西海上風応力および(b)南北海上風

応力の年平均南北プロファイル，そして(c)二乗平均平方根の東西海上風応力お

よび(d)二乗平均平方根の南北海上風応力の南北プロファイル(青：J-OFURO2，

赤：J-OFURO3，緑：IFREMER，橙：CCMPV2.0，水色：NCEP/NCAR，紫：

NCEP/CFSR，灰色：JRA55，そして黄色：ERA-Interim)． 
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図 2.4．50oS帯における年平均(2008年)東西海上風応力の東西プロファイル(青：

J-OFURO2，赤：J-OFURO3，緑：IFREMER，橙：CCMPV2.0，水色：

NCEP/NCAR，紫：NCEP/CFSR，灰色：JRA55，そして黄色：ERA-Interim)． 

 

図 2.5．50oS 帯における年平均(2008年)東西海上風応力の東西スペクトル(青：

J-OFURO2，赤：J-OFURO3，緑：IFREMER，橙：CCMPV2.0，水色：

NCEP/NCAR，紫：NCEP/CFSR，灰色：JRA55，そして黄色：ERA-Interim)．

黒線は 95%の信頼限界を示す． 
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図 2.6．異なるデータセット間での年平均海上風応力回転場の南北プロファイル

(青：J-OFURO2，赤：J-OFURO3，緑：IFREMER，橙：CCMPV2.0，水色：

NCEP/NCAR，紫：NCEP/CFSR，灰色：JRA55，そして黄色：ERA-Interim)． 
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図 2.7． 45oS帯における年平均(2008年)海上風応力回転場の東西プロファイル

(青：J-OFURO2，赤：J-OFURO3，緑：IFREMER，橙：CCMPV2.0，水色：

NCEP/NCAR，紫：NCEP/CFSR，灰色：JRA55，そして黄色：ERA-Interim)． 

 

図 2.8． 45oS 帯における年平均(2008 年)海上風応力回転場の東西スペクトル

(青：J-OFURO2，赤：J-OFURO3，緑：IFREMER，橙：CCMPV2.0，水色：

NCEP/NCAR，紫：NCEP/CFSR，灰色：JRA55，そして黄色：ERA-Interim)．

黒線は 95%の信頼限界を示す． 

45oS 
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表 2.1．全球格子海上風応力データセットの一覧表．  

 

  

QSCAT/J-OFURO2 1.00 × 1.00 Large and Pond (1981) Weighting average method http://dtsv.scc.u-tokai.ac.jp/j-ofuro/index.html

J-OFURO3 0.25 × 0.25 COARE3.0
Optimum interpolation

method
ftp://j-ofuro.scc.u-tokai.ac.jp/J-OFURO3/

IFREMER 0.25 × 0.25 Smith (1988) Kriging technique method
ftp://ig1fdaf:H6RI7tOe@eftp.ifremer.fr/IFREMER

_LOPS_blended_wind/longterm_analysis/

Blended CCMP V2.0 0.25 × 0.25 COARE3.0
Variational analysis

method
http://data.remss.com/ccmp/v02.0/

NCEP/NCAR 2.50 × 2.50
https://www.esrl.noaa.gov/psd/data/gridded/data.nce

p.reanalysis.html

NCEP/CFSR 0.50 × 0.50
https://climatedataguide.ucar.edu/climate-

data/climate-forecast-system-reanalysis-cfsr

JRA55 1.25 × 1.25 ftp://ds.data.jma.go.jp/JRA-55/

ERA-Interim 0.75 × 0.75
https://www.ecmwf.int/en/forecasts/datasets/reanal

ysis-datasets/era-interim

Type

Satellite

measurement

Numerical

reanalysis

Url of data downloadProduct name

Original

spatial

resolution (°)

Calculation of wind

stress

Method for gridded

products
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表 2.2．使用ブイの一覧． 

 

  

Data provider Buoy or data name Numuber of buoys

JAMSTEC JKEO 1

NDBC Historical NDBC Data 45

NOAA PMEL TAO 55

NOAA PMEL RAMA 24

NOAA PMEL PIRATA 21

JAMSTEC/NOAA PMEL TRITON 12

NOAA PMEL ARC, KEO, Papa 3

WHOI Stratus, SOFS 2

JMA

JMA Data Report of

Oceanographic

Observations Special Issue

(moored ocean data buoy)

6
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表 2.3．使用したブイの分布とデータ数． 

 

Buoy name Longitude Latitude Number of Data

PIRATA_0N10W 10.0W 0.0N 362

PIRATA_6S10W 10.0W 6.0S 364

PIRATA_10S10W 10.0W 10.0S 277

PIRATA_12N38W 38.0W 10.0S 363

PIRATA_19S34W 34.0W 12.0N 268

PIRATA_4N23W 23.0W 19.0S 364

TRITON_0N147E 147.0E 0.0N 355

TRITON_0N156E 156.0E 0.0N 362

TRITON_5N147E 147.0E 5.0N 357

TRITON_8N137E 137.0E 8.0N 360

TRITON_8N156E 156.0E 8.0N 365

NDBC41041 46.1W 14.3N 334

NDBC41048 69.6W 31.9N 364

NDBC44011 66.6W 41.1N 332

NDBC46085 142.5W 55.9N 320

NDBC46070 175.2W 55.1N 188

NDBC46072 172.2W 51.6N 145

OCS_KEO 144.6E 32.3N 283

WHOI 85.6W 19.7S 366

RAMA_8S80.5E 80.5E 8.0S 131

RAMA_8N90E 90.0E 8.0N 365

TAO_2N170W 170.0W 2.0N 305

TAO_2S125W 125.0W 2.0S 258

TAO_5S95W 95.0W 5.0S 267

TAO_5N110W 110.0W 5.0N 326

TAO_5S125W 125.0W 5.0S 256

TAO_5S140W 140.0W 5.0S 363

TAO_5S155W 155.0W 5.0S 362

TAO_8N155W 155.0W 8.0N 306

TAO_8N165E 165.0E 8.0N 362

TAO_8S165E 165.0E 8.0S 339

TAO_8S170W 170.0W 8.0S 363

TAO_8N180W 180.0W 8.0N 364

TAO_8S180W 180.0W 8.0S 362

TAO_9N140W 140.0W 9.0N 338
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表 2.4．全球，低緯度，中緯度，そして高緯度に存在するブイデータと比較した各海上風応力データセットの統

計量．  

 

Bias          RMSE         r Bias          RMSE         r Bias          RMSE         r Bias          RMSE         r

　J-OFURO2 0.0060 0.0278 0.914 0.0058 0.0170 0.939 0.0068 0.0387 0.900 0.0184 0.0667 0.896

　J-OFURO3 0.0009 0.0288 0.919 -0.0008 0.0173 0.931 0.0032 0.0395 0.906 0.0163 0.0692 0.914

　IFREMER -0.0025 0.0259 0.935 -0.0022 0.0156 0.944 0.0036 0.0299 0.939 0.0070 0.0731 0.901

　CCMP v2.0 0.0006 0.0219 0.946 0.0006 0.0063 0.978 0.0063 0.0279 0.944 0.0062 0.0616 0.916

　NCEP/NCAR1 0.0107 0.0295 0.901 0.0121 0.0223 0.881 0.0065 0.0370 0.907 0.0109 0.0625 0.914

　NCEP/CFSR 0.0073 0.0160 0.932 0.0073 0.0117 0.949 0.0060 0.0326 0.931 0.0128 0.0843 0.804

　JRA55 0.0130 0.0862 0.785 0.0056 0.0138 0.885 0.0056 0.0567 0.818 0.0218 0.1654 0.657

　ERA-Interim 0.0035 0.0416 0.824 0.0038 0.0201 0.900 0.0053 0.0567 0.818 0.0176 0.1199 0.732

Bias          RMSE         r Bias          RMSE         r Bias          RMSE         r Bias          RMSE         r

　J-OFURO2 0.0015 0.0241 0.906 0.0028 0.0123 0.941 -0.0025 0.0376 0.887 0.0024 0.0525 0.915

　J-OFURO3 0.0013 0.0237 0.919 0.0029 0.0132 0.935 -0.0030 0.0315 0.918 -0.0004 0.0642 0.919

　IFREMER 0.0013 0.0214 0.936 0.0023 0.0112 0.951 -0.0016 0.0309 0.933 0.0054 0.0553 0.915

　CCMP v2.0 0.0004 0.0200 0.938 0.0003 0.0078 0.978 -0.0005 0.0290 0.935 0.0018 0.0525 0.925

　NCEP/NCAR1 -0.0005 0.0276 0.879 -0.0003 0.0199 0.839 -0.0027 0.0365 0.898 0.0078 0.0579 0.912

　NCEP/CFSR 0.0036 0.0170 0.860 0.0045 0.0095 0.950 -0.0009 0.0301 0.870 0.0153 0.0531 0.613

　JRA55 -0.0037 0.1110 0.743 0.0020 0.0665 0.851 0.0054 0.0453 0.704 0.0059 0.1563 0.739

　ERA-Interim 0.0013 0.0415 0.779 0.0018 0.0174 0.875 -0.0007 0.0651 0.755 0.0045 0.1013 0.778

Product name

All Low-latitudes Middle-latitudes

(b) Meridional Wind Stress（from 1 January 2008 to 31 December 2008）

High-latitudes

All Region (24897) 15°S-15°N (17625) 45°S-15°S,15°N-45°N (6158) ~45°S,45°N~ (1114)

Product name

All Low-latitudes Middle-latitudes

(a) Zonal Wind Stress（from 1 January 2008 to 31 December 2008）

High-latitudes

All Region (24897) 15°S-15°N (17625) 45°S-15°S,15°N-45°N (6158) ~45°S,45°N~ (1114)
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第 3章：南大洋上における海上風変動と DPOI 

 

3.1．DPOIとは 

 南半球中高緯度は北半球と比べて陸地が少なく，特に高緯度域はほぼ大陸に

妨げられずに，海洋で覆われている．その上，海上風が弱まることなく周極的に

吹き続けていることから，全海洋で最も海上風が強い海域として知られている．

さらに，冬季の南半球高緯度となると，その環境下での船舶等による現場観測が

厳しい条件となるため，海洋観測に基づいて他海域と比べて実態の把握は進ん

でいない．しかし，1990 年代から衛星の観測が開始され，近年では大気，海洋

観測に大きく貢献しその研究も活発的になってきた． 

 南半球の海上大気場は，40oS 付近の中緯度と 65oS 付近の高緯度における東

西方向の平均海面気圧偏差の増大によって特徴付けられる．こうした圧力場の

分布は南半球環状モード(Southern Annular Mode，以下 SAMと略す)と南極振

動(Antarctic Oscillation Index，以下 AAOと略す)といった中緯度と高緯度間で

気圧変動が逆相関をもつシーソー現象によって特徴付けられる (Gong and 

Wang. 1999; Thompson and Wallace, 2000; Marshall, 2003)．SAM(AAO)は海

面から上層大気までの環状的な構造をもち，数年よりも長い時間スケールにお

いて大きな振幅をもつ．また南極大陸周辺の海氷変動に大きな影響を与える大

気の変動場として太平洋南アメリカパターン(Pacific South American，以下

PSAと略す)が知られている(Mo and Ghil, 1987)．この変動は東西波数 3－5を

有し，東方に伝搬するパターンによって特徴づけられ，太平洋セクタ上で卓越す

る． 

Thompson and Wallace, (2000)とMo and Ghil, (1987)によって，南極大陸周

囲を取り巻く偏西風の変化は SAM，PSAなど南半球における気候変動パターン

の強弱によって特徴付けられる．特に，南極大陸で最も北に位置するドレーク海

峡は，偏西風の卓越域に相当する．Naganobu et al. (1999)は，ドレーク海峡付

近の海域における現場観測による南極オキアミ(Euphausia sperba)加入比率と

複数の環境要素(海上風，クロロフィル，オゾン破壊量)の変動との関係に注目し，

ドレーク海峡間の海面気圧差による偏西風変動指数(Drake Passage Oscillation 

Index，以下 DPOIと略す)を考案して，夏季(12月－2月の 3ヶ月平均)DPOI と

夏季(1月)オキアミ加入比率変動の間に有意な正の相関関係があることを見つけ
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た．彼らは，ドレーク海峡付近における偏西風の強化がエクマン輸送による表層

海水の北(赤道)向き運動をもたらし，栄養塩類の豊富な深層暖水が湧昇し，ナン

キョクオキアミが増加するというメカニズムを通して，海上風変動がナンキョ

クオキアミ加入比率に影響を与えることを示唆した．次に，Naganobu et al. 

(2008)は南極半島北側のエレファント諸島とサウスシェトランド諸島における

海面から水深 200m までの平均水温値(MTEM-200)と春季の海上風との関係に

注目し，DPOIと平均海面水温値との間に有意な正の相関関係があることを指摘

するとともに，春季の偏西風の強さが夏季の表層海況に影響を及ぼす可能性が

あることを示唆した．このように，南極半島海域における偏西風の変動(DPOI)

が海洋上層変動と高い相関があることから，DPOI が同海域上における海況変動

の要因になる可能性がある． 

第 3 章では，DPOI が南大洋の如何なる海域における海上風変動を反映して

いるのかに注目する．本研究で，海上風データは第 2 章で相互比較した結果よ

り，衛星から観測した海上風データセットを利用する．海上風に対して経験的直

交関数(Empirical Orthogonal Function，以下 EOFと略す)解析を適用し，南大

洋上における代表的な変動の時空間特性を調べる．それらの結果から DPOI と

従来の研究で指摘されていた変動パターン(SAM)との関係を明らかにするとと

もに，南大洋上における海上風場の経年スケール変動の特性に注目する． 

 

3.2．使用データ 

3.2.1．ドレーク海峡振動指数(DPOI) 

 DPOIは Drake Passage Oscillation Index の略で南極半島と南米南端の間で

ドレーク海峡を横切る偏西風変動を表す指標である(Naganobu et al. 1999)．そ

の導出には，気象庁の世界データベースにある南米大陸先端のアルゼンチンの

Rio Gallegos側候所(51.61oS, 69.28oW, http://www.dwd.dw/DE/Home/homenod 

e.html)と南極半島先端のEsperanza基地(63.39oS, 56.98oW, http://lgacy.bas.uk 

/met/READER/surface/stationptwmo.html)における月平均海面気圧 (Sea 

Level Pressure；以下，SLP と略す)データを利用する．期間は 1952 年－現在

も随時更新されている．本研究では解析期間を 1952 年 5 月－2017 年 12 月の

66年間とする．算出方法は以下の通りである． 

DPOI=SLP(Rio Gallegos)－SLP(Esperanza) 

http://www.dwd.dw/DE/Home/homenode.html
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3.2.2．南極振動指数(AAOI) 

 AAOI は Antarctic Oscillation Index の略で南大洋上における主な大気場と

して南極大陸と南半球中緯度の海面気圧間での大規模な大気循環変動 SAM の

指標である(Thompson and Wallace, 2000a)．AAOIが正(負)の場合，40oS(中緯

度)付近の気圧偏差が正(負)となり，南極大陸の極点を中心とした領域上の気圧

偏差が負(正)となるシーソー現象を示すことから，SAM は南大洋の偏西風変動

パターンとして特徴付けられる．AAOIの時系列には National Weather Service

気象予報センターのデータベースからダウンロードした値を使用する

(http://www. cpc.ncep.noaa.gov/products/precip/CWlink/daily_ao_index/aao.s 

html)．期間は 1979 年 1 月－現在も随時更新されている．本研究では解析期間

を 1991年 1月－2017年 12月の 27年間とする． 

 

3.2.3．J-OFURO3 

 J-OFURO3(Third-generation Japanese Ocean Flux Data Set with Use of 

Remote Sensing Observations；以下 J-OFURO3と略す)は衛星に搭載された複

数のマイクロ波放射計とマイクロ波散乱計による観測データを用いて構築され

た長期間の海上風格子プロダクトである．マイクロ波放射計データは，Remote 

Sensing System(以下，RSSと略す)から提供された空間解像度 0.25度格子の日

平均データである．マイクロ波散乱計データは，センサーごとに提供元が異なり，

ERS-1，2は French Research Institute for Exploitation of the Sea(IFREMER)

の the Centre ERS d’Archvage et de Traitement(CRESAT)から，それ以外は

the National Aeronautics and Space Sdministration (NASA)の the Physical 

Oceanography Distributed Active Archive Centre(PO.DAAC)から提供されて

いる瞬間値に最適内挿法を使って格子化している(Tomita et al., 2019)．本研究

では，空間解像度が 0.25度格子，時間解像度が月平均の海上風東西・南北成分

を利用する．さらに，月平均の海上風場の各格子において 12個以上の欠測月が

ある格子は全期間欠測として，月平均の海上風データを再作成した．本研究では

解析期間を 1991年 1月－2017年 12月の 27年間とする． 

 

3.2.4．NCEP/NCAR 

 米国 National Center for Environment Prediction/National Center for 
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Atmospheric Research(以下，NCEP/NCAR-1と略す)による再解析データであ

る．NCEP/NCAR-1は，地球規模で過去 40年間分 の大気場における解析デー

タを提供するプロジェクトであり，衛星・船舶・ゾンデ・航空観測，人工衛星等

の観測データを数値モデルに同化させて作られる再解析データである(Kalnay 

et al., 1996)．本研究では，空間解像度が 2.5度格子，時間解像度が月平均の海

上風東西・南北成分そして海面気圧を利用する．以下のサイトからデータが利用

できる(http://www.esrl.noaa.gov/psd/data/gridded/data.ncep.reanalysis.surfa 

ce.html)．本研究では解析期間を 1952年 5月－2017年 12月の 66年間とする． 

 

3.3．南大洋上における海上風場の平均的特性 

3.3.1．DPOI の検証－J-OFURO3 衛星データと NCEP/NCAR-1 再解析データ

との比較－ 

 DPOI の平均的な季節変化を見るために，まず 1952 年－2017 年の月毎の気

候値を導出した(図 3.2)．DPOI の月平均気候値において，6 月－10 月の南半球

の冬季から春季にかけて DPOIは増加し，10月に最大となる．その後，12月－

1月に減少し，2月－4月にかけて DPOIの値が大きくなる傾向を示す．このこ

とからドレーク海峡付近では，主に 10 月にドレーク海峡上で西風が卓越する．

そこで，本研究では 10月の年々変動に加えて，Naganobu et al.(1999)よってナ

ンキョクオキアミと有意な関係をもつことが指摘された夏季の年々変動にも注

目する．その際，9 月－11 月の 3 ヶ月間を春季，12 月－2 月の 3 ヶ月間を夏季

とし，9 月－11 月および 12 月－2 月の 3 ヶ月平均値を用いる．解析には，J-

OFURO3 衛星観測データと NCEP/NCAR-1 再解析データを用いるが，南半球

での海上気象観測は，過去に遡るほどデータ数が減少し，長期間の時系列解析が

可能な数値モデル/再解析データの信頼性が保証されるとは言い難い(Marshall 

2003)．そこで，DPOIから地衡風を仮定して算出されるドレーク海峡に直交す

る地衡風成分と J-OFURO3 衛星データおよび NCEP/NCAR-1 再解析データか

ら得られるドレーク海峡上の海上風との検証を行った．その際の対象海域は

70.0oW－55.0oW，55.0oS－62.5oSとして空間平均場で比較した．また，ドレー

ク海峡付近におけるNCEP/NCAR-1再解析データの海面気圧とDPOIとの変動

についての検証も行った． 

 表 3.1 は DPOI と各要素との相関係数を示す．DPOI から算出した地衡風と
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NCEP/NCAR-1再解析データから領域平均した海上風時系列の比較では，1952

年－ 2017 年の全期間における春季の DPOI から算出した地衡風と

NCEP/NCAR-1の海上風東西成分との相関係数は 0.72であるが，時系列を見る

限り，両者の対応には期間に依存する傾向が見られる(図 3.3a)．そこで，衛星観

測が開始された 1980 年前後の期間別に相関係数を比較した．1980 年以前と

1981年以降の期間別に相関係数を求めたところ，春季のDPOIとNCEP/NCAR-

1の海上風東西成分との相関係数は，それぞれ，0.30と 0.89であり，顕著な違

いが見られた．時系列を見ると，1950 年－1970 年の期間で DPOI から算出し

た地衡風と NCEP/NCAR-1の海上風変動が類似していない(図 3.3a)．さらに，

DPOIと NCEP/NCAR-1の海面気圧データとの比較を見ると，海上風と同様に

1980 年以前と 1981 年以降で春季の DPOI と NCEP/NCAR-1 の海面気圧の相

関係数は，それぞれ，0.18と 0.83である(図 3.3b)．夏季の DPOI解析も春季と

同様の結果が得られた(表 3.1)．このことから，1980年以前における衛星観測等

がほとんど同化されていない南半球の再解析データは DPOI との変動が対応し

ないなど，現実の場を反映しておらず，NCEP/NCAR-1 の信頼性が低いと考え

られる． 

 1991 年以降では春季の DPOI と J-OFURO3 の海上風東西成分と南北成分は

それぞれ 0.84と－0.57(図 3.4a,b)，DPOIと NCEP/NCAR-1の海上風東西成分

と南北成分はそれぞれ 0.89 と－0.42(図 3.4c,d)と有意な相関があることが確認

された．夏季の DPOI解析も春季と同様の結果が得られた(表 3.1)．近年に近づ

くほど，相関が高く，衛星観測データと再解析データは DPOI との変動が対応

して，現実の場を反映していることから，信頼性が高いと考えられる．以上より，

1981年以降においてドレーク海峡付近の海上風がほぼ地衡風を満たすと仮定で

きる場合，DPOI が大きい(小さい)時，同海域で偏西風が強く(弱く)吹くと考え

られる．よって，以降の解析では 1991年以降の期間を本研究の解析対象として，

J-OFURO3海上風データセットを利用する．再解析海上風データセットの結果

は八木他(2019)で示される． 

 

3.3.2．南大洋上における海上風変動場 

 次に，春季および夏季の DPOI と南大洋上における海上風場との関係を明確

にするために，大気変動が南大洋上で如何なる空間スケールを有するかを調査
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する．その際，J-OFURO3 衛星観測データを用いて海上風(東西風と南北風)に

おける変動を調査する． 

 図 3.5 は 1991 年－2017 年の南大洋上における春季および夏季の海上風場を

示す．平均東西風(図 3.5a, c)は，南大洋の大部分の海域で正の値，すなわち偏西

風が卓越する．特に大きな南北海面気圧勾配が見られる 30oE－130oE のインド

洋セクタで約 10 m/s の最大値をもち，40oS－65oS 間では強い偏西風が卓越す

るが，南北風の平均場(図 3.5b, d)における同様の海域ではほぼ 0 m/s を示す．

60oS以南に注目すると，J-OFURO3衛星観測データは海氷で覆われることに起

因する欠測域が多くなる． 

次に，南大洋上における海上風の経年変動を調査するために，各格子における

時系列から標準偏差を算出した．東西風に対する標準偏差の分布(図 3.6a, c)は，

春季において太平洋セクタの 30oS－65oSで 2.0 m/sの最大値をもち，偏西風帯

で大きい．一方夏季には春季よりも高緯度側で振幅が高くなり，特にドレーク海

峡を中心に2.0 m/sを越える最大値が見られる．南北風に対する標準偏差(図3.6b, 

d)はドレーク海峡の西側を除く大半の海域で 0.5m/s より小さく，夏季よりも春

季の方が高い振幅をもつ．上記の結果は，東西成分の変動が南北変動のそれに比

べて，南大洋の大部分の海域で高振幅を有することを意味する． 

 

3.4．南大洋上における海上風の空間特性 

 DPOI によって特徴付けられる海上風の空間特性を調査するために，J-

OFURO3 衛星観測データを用いて南大洋上の各格子点における海上風(東西成

分と南北成分)時系列と DPOI との相関係数を算出した．図 3.7 は 1991 年から

2017 年までの春季および夏季における海上風(東西成分と南北成分)と DPOI と

の相関分布を示す．海上風東西成分との相関(図 3.7a, c)はドレーク海峡付近で大

きな正の値をもち 40oS－50oSで高相関の海域，その低緯度で負相関の海域が見

られる．これら正の高相関域(図 3.7a, c)は，標準偏差場(図 3.6a, c)の高振幅域と

対応している．一方，海上風南北成分との相関分布(図 3.7b, d)はドレーク海峡西

部から東部ウェッデル海沖で最も大きな負の相関域が見られる．したがって，

DPOIが正になるとき，ドレーク海峡付近では西風が卓越すると同時に，その東

方のウェッデル海沖では南風が卓越するパターンを示す． 

 次に，DPOIによって関係づけられる南大洋上で特徴的な変動の時空間特性を
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調査するために，海上風(東西成分と南北成分)の時系列に対する経験的直交関数

(EOF)を算出した．経験的直交関数(EOF)解析は，主成分分析とも呼ばれ，複数

の次元をもつ多変量の変動を抽出するのに有効な手法である(EOF の詳細な解

析方法は Emery(2014)で示される)．本研究では，南大洋域(20oS－80oS)を対象

に海上風と海面気圧に対する特徴的な変動を抽出する．その際，North et al. 

(1982)および Overland and Preisendorfer (1982)によって提示されたモンテカ

ルロ法を適用する．この手法はランダムなデータを多数生成し，それぞれについ

て EOFを計算し，寄与率を求める．最終的に，寄与率の上位 5％を計算し，こ

の値を越えれば，偶然として説明される確率は 5%しかないため，95%の信頼度

で偶然ではない関係があると期待できる手法である．この手法に基づき，統計的

に有意な値を有する第 1 および第 2 モードに注目する．気候変動の研究では主

に，時空間配列されたデータの中で最も卓越する変動を空間パターンおよびそ

のパターンに対応する時系列を抽出する為に使われる．経験的直交関数は，ある

空間に分布する変数の相関係数の集まりを数学的な行列と見なし，その行列の

固有値・固有ベクトルから求められる．固有値の最も大きい固有ベクトルを

EOF1 とし，全変動の中で最も卓越する変動の空間パターンもしくはそのパタ

ーンに対応する時系列となる． 

 図 3.8は春季と夏季における海上風(東西成分と南北成分)の第 1モードに対す

る空間パターンを示す．第 1 モードの寄与率は，海上風東西成分に対してそれ

ぞれ 24.2%(春季)および 29.0%(夏季)，海上風南北成分に対して 23.2%(春季)お

よび 14.8%(夏季)である．東西成分の第 1 モードは 50oS－60oS 帯の低緯度側と

高緯度側で負の値，特に太平洋セクタの 50oS－60oS帯で最も大きな正の値をも

つ環状構造を示す(図 3.8a, c)．南北成分の第 1 モードは太平洋セクタを中心に

ドレーク海峡西側で正(負)の値，160oW－120oWで負(正)の値を示す(図 3.8b, d)．

さらに，海上風に対する空間パターンの高振幅域は DPOIおよび海上風(東西成

分と南北成分)の高相関域に相当する(図 3.7a-d)． 

 次に，海上風(東西成分と南北成分)の第 2モードに対する空間パターンを示す

(図 3.9)．第 2モードの寄与率は，海上風東西成分に対してそれぞれ 17.1%(春季)

および 14.2%(夏季)，海上風南北成分に対して 21.1%(春季)および 11.2%(夏季)

である．海上風東西成分の第 2モードには，太平洋セクタで 40oSを中心に正の

値，40oS 付近を境に赤道側および南極大陸側で負の双極(ダイポール)構造が見
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られる(図 3.9a, c)．この高振幅域は 40oS－50oS帯で太平洋セクタの高緯度側と

中緯度側で顕著に見られ，第 1 モードよりも低緯度側の海域に存在する．南北

成分の第 2 モードの高振幅域は特にドレーク海峡西側の太平洋セクタで見られ

る(図 3.9b, d)． 

 

3.5．DPOIと南大洋上における大気場の時空間変動との関係 

 本節では，DPOI と南大洋上における海上風場との関係を明らかにするため

に，海上風(東西成分と南北成分)の第 1，第 2モードのスコアと DPOIおよび他

の気候変動指数(AAOI)との時間変動特性に注目する． 

図 3.10 は南半球の春季と夏季の海上風(東西成分と南北成分)の第 1 モードの

スコアと気候変動指数(DPOI と AAOI)の時系列を示す．海上風東西成分と南北

成分の第 1 モードと DPOI との関係を見ると，春季と夏季の東西成分に対して

0.65(図 3.10a)および 0.75(図 3.10c)，南北成分に対して 0.44(図 3.10b) お よ び

0.43(図 3.10d)の相関を示し，東西成分の第 1モードのスコアと DPOIとの相関

係数は高い(全ての相関係数は 95%の信頼区間で有意な値を示す)．また，東西成

分の第 1モードの高振幅域(図 3.8a, c)が DPOIとの高相関域に対応している(図

3.7a, c)．さらに，海上風の第 1 モードと AAOI は，東西成分に対して 0.89(図

3.10a)および 0.84(図 3.10c)の相関を示し，海上風東西成分の第 1 モードのスコ

アは全ての気候変動指数と有意な相関を示した． 

次に，海上風(東西成分と南北成分)の第 2モードのスコアと全ての気候変動指

数との相関係数を求めると(図 3.11)，東西成分に対して DPOI との関係は

0.28(図 3.11a)および 0.01(図 3.11c)，AAOI との関係は 0.32(図 3.11a)および

0.06(図 3.11c)，南北成分に対してDPOIとの関係は 0.21(図 3.11b)および 0.09(図

3.11d)，AAOIとの関係は 0.04(図 3.11b)および 0.01(図 3.11d)を示し，両季節の

東西/南北成分の第 2 モードのスコアとは有意な相関が見られない．以上より，

春季と夏季の DPOI に関連付けられる南大洋上における大気場の時空間変動特

性は，従来の研究で指摘されていた南半球環状モードを反映する空間特性を有

することが示唆される． 

 

3.6．まとめと議論 

 本研究では，Naganobu et al.(1999)によって指摘されたドレーク海峡付近に
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おけるナンキョクオキアミ加入比率の年々変動と同海域付近における偏西風変

動の指標である DPOIが密接な関係があることに基づいて，DPOIおよび AAOI

の関係と共に南大洋の如何なる海域における海上風変動を反映しているのかに

注目した． 

 初めに，DPOI の月平均気候値の解析では，10 月にドレーク海峡上で西風が

極大になることから，9月－11月の春季，そして Naganobu et al.(1999)でナン

キョクオキアミ加入比率と有意な相関がある 12 月－2 月の夏季に注目し，その

年々変動を調べた．DPOI から求めた地衡風と衛星観測データ(J-OFURO3)およ

び再解析データ(NCEP/NCAR-1)から求めたドレーク海峡上の海上風の比較を

行った．その結果，DPOI から求めた地衡風と再解析データによる海上風は，衛

星観測が開始された 1980年以前と 1981年以降での相関に顕著な違いが見られ

ることから，両者の対応は期間に依存することが確認された．これより，1980

年以前には同化される観測値がほとんどないと言える再解析データは信頼性が

低いと考えられる．また近年になるほど再解析データよりも衛星観測データの

方が高精度であることが示されたことから，南大洋上における長期変動の解析

に対して，衛星観測が開始された 1981年以降での解析結果の信頼性は高いと考

えられる． 

 次に，DPOIが南大洋の如何なる海域における海上風変動を反映するのかを明

らかにするために，J-OFURO3 衛星観測データから海上風(東西成分と南北成

分)の平均場と標準偏差場および DPOIとの相関場を求め，それらの空間特性に

注目した．その結果，DPOI と海上風東西成分の高相関域が，60oS 付近を中心

に南極大陸周囲に広がる環状構造を呈することが見つけられた．これらと海上

風東西成分の標準偏差場における高振幅域が対応することから，DPOIの変動は

南大洋上における海上大気場に関係することが示唆された． 

 さらに，南大洋上における特徴的な変動パターンを抽出するために，海上風

(東西成分と南北成分)の時系列に EOF 解析を適用した結果，東西成分の第 1 モ

ードは 50oSを境にその高緯度側と低緯度側で反対符号をもつシーソーパターン

で特徴付けられる環状構造を呈すること，東西風の第 1 モードの空間特性が

700hPa 面のジオポテンシャル高度場における環状構造を有する南半球環状モ

ードと良く対応することから，上層大気場から海面までの順圧構造を有するこ

とが示唆された． 
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 従来の研究で指摘されていた南大洋上における特徴的な変動パターン(SAM)

との関係を明らかにするために，海上風(東西成分と南北成分)の第 1および第 2

モードのスコアとDPOIおよびAAOIとの時間変動特性に注目した．その結果，

海上風東西成分の第 1モードのスコアは DPOIと AAOIとの相関が DPOI に対

して 0.65(春季)および 0.75(夏季)，AAOI に対して 0.89(春季)および 0.84(夏季)

を示し，いずれも有意な相関が見られる．また，DPOI と AAOI との相関は

0.75(春季)と 0.80(夏季)であることから，DPOI によって特徴付けられる海上風

との空間パターンは，先行研究で指摘されていた南半球環状モード(SAM)に対

応し，南大洋上で最も卓越する変動パターンに関係づけられることが確認され

た．以上から，春季および夏季の DPOI で指標化される経年変動は，海上風東

西成分の第 1 モードで示される空間特性を有すると考えられ，従来の研究で指

摘されていた南半球環状モードを反映する空間特性をもつことが示唆された．

本研究では海上風に特化した解析を行ったが，他の環境因子(水温，塩分，密度

などの物理環境)と南大洋上における海上大気場に特徴付けられる変動パターン

との関連性を見ていくことによって，南半球における大気－海洋相互作用機構

を含めた全容の解明が期待される． 
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図 3.1．本研究で対象となる(a)南大洋と(b)ドレーク海峡図．海面気圧データは 2

地点を利用した：Rio Gallegos 測候所と Esperanza 基地はそれぞれ(b)で示す． 

 

 

 

 

 

図 3.2．DPOIの月毎の気候値(青線)と標準偏差(赤い鉛直線)の年々サイクル． 
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図 3.3．(a)1952年－2017 年の南半球の春季(9月－11月の 3ヶ月平均)において

NCEP/NCAR-1 再解析プロダクトによるドレーク海峡を横切る海上風東西成分

(赤線)と DPOI(青線)の時系列．(b)(a)と同じで，海面気圧の時系列(青線：DPOI，

赤線：NCEP/NCAR-1の海面気圧)． 
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図 3.4．南半球の春季(9月－11月の 3ヶ月平均)の DPOIから算出した地衡風(青

線)，海上風東西成分(a, c)と南北成分(b, d) (赤線)の年時系列(a, b：J-OFURO3，

c, d：NCEP/NCAR-1)． 
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図 3.4．続き  
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図 3.5．1991年－2017 年の南半球の春季(9月－11月の 3ヶ月平均)の期間中に

南大洋上で海上風((a)東西風と(b)南北風)および夏季(12 月－2 月の 3 ヶ月平均)

の期間中に南大洋上で海上風((c)東西風と(d)南北風) (等値間隔はそれぞれ，(a)-

(d)に対して 1.0m/sである)の平均場(a-d：J-OFURO3)． 
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図 3.6．1991年－2017 年の南半球の春季(9月－11月の 3ヶ月平均)の期間中に

南大洋上で海上風((a)東西風と南北風(b)) および夏季(12月－2月の 3ヶ月平均)

の期間中に南大洋上で海上風((c)東西風と(d)南北風) (等値間隔はそれぞれ，(a)-

(d)に対して 0.2m/sである)の標準偏差分布図(a-d：J-OFURO3)． 

(a) 

(b) 

(c) 

(d) 
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図 3.7．1991年－2017 年の南半球の春季(9月－11月の 3ヶ月平均)の DPOI と

海上風((a)東西風と(b)南北風)および夏季(12 月－2 月の 3 ヶ月平均)の DPOI と

海上風((c)東西風と(d)南北風)の相関分布図(a-d：J-OFURO3)．海上風とともに

DPOI の相関係数は黒い等値線によって示されている．等値間隔は 0.1 毎であ

る．正(負)の値は実線(点線)によって示されている． 
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図 3.8．1991年－2017 年の南半球の春季(9月－11月の 3ヶ月平均)の(a)海上風

東西成分および(b)南北風成分および夏季(12 月－2 月の 3 ヶ月平均)の(c)海上風

東西成分および(d)南北風成分に対する EOF 第 1 モードの空間振幅(a-d：J-

OFURO3)．等値間隔は 10毎である．正(負)の値は実線(点線)によって示されて

いる． 
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(c) 

(d) 
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図 3.9．1991年－2017 年の南半球の春季(9月－11月の 3ヶ月平均)の(a)海上風

東西成分および(b)南北風成分および夏季(12 月－2 月の 3 ヶ月平均)の(c)海上風

東西成分および(d)南北風成分に対する EOF 第 2 モードの空間振幅(a-d：J-

OFURO3)．等値間隔は 10毎である．正(負)の値は実線(点線)によって示されて

いる． 
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図 3.10．1991 年－2017 年の南半球の春季(9 月－11 月の 3 ヶ月平均)の(a)海上

風東西成分の EOF第 1モードと(b)海上風南北成分の EOF第 1モードおよび南

半球の夏季(12月－2月の 3ヶ月平均)の(c)海上風東西成分のEOF第 1モードと

(d)海上風南北成分の EOF 第 1 モードのスコアの時系列(黒線：J-OFURO3)．

DPOI(青線)と AAOI(赤線)の時系列を重ねた．全ての時系列は標準偏差によって

正規化されている． 
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図 3.10．続き． 
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図 3.11．1991 年－2017 年の南半球の春季(9 月－11 月の 3 ヶ月平均)の(a)海上

風東西成分の EOF第 2モードと(b)海上風南北成分の EOF第 2モードおよび南

半球の夏季(12月－2月の 3ヶ月平均)の(c)海上風東西成分のEOF第 2モードと

(d)海上風南北成分の EOF 第 2 モードのスコアの時系列(黒線：J-OFURO3)．

DPOI(青線)と AAOI(赤線)の時系列を重ねた．全ての時系列は標準偏差によって

正規化されている． 
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図 3.11．続き． 
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表 3.1．DPOIと各要素(海上風東西，南北成分と海面気圧)との相関係数． 

 

  

DPOI(spring) 1952-2017 1952-1980 1981-2017

NCEP/NCAR-1(zonal) 0.72 0.30 0.89

NCEP/NCAR-1(sea level pressure) 0.61 0.18 0.88

DPOI(summer) 1953-2017 1953-1980 1981-2017

NCEP/NCAR-1(zonal) 0.69 0.31 0.91

NCEP/NCAR-1(sea level pressure) 0.59 0.16 0.89

DPOI(spring) 1991-2017

J-OFURO3(zonal) 0.84

J-OFURO3(meridional) -0.57

NCEP/NCAR-1(zonal) 0.89

NCEP/NCAR-1(meridional) -0.42

DPOI(summer) 1991-2017

J-OFURO3(zonal) 0.92

J-OFURO3(meridional) -0.63

NCEP/NCAR-1(zonal) 0.88

NCEP/NCAR-1(meridional) -0.39
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第 4章：ドレーク海峡付近の海洋上層変動と海上風への応答 

 

4.1．ドレーク海峡付近における海洋上層変動と海上風との関係 

第 2 章および第 3 章で述べたように，南大洋における海上風は南極大陸周囲

で周極的に吹き，全海洋上で最も高風速が卓越する海域である．偏西風が通過す

るドレーク海峡の南方に位置するサウスシェトランド諸島およびエレファント

諸島付近では，南極周極流が東向きに流れ，南極前線の境界と重要なオキアミ漁

獲域である．気候学的観測海洋データセットであるWOA18(World Ocean Atlas 

2018)を用いて，サウスシェトランド諸島付近(60.00oW－50.00oW，62.00oS－

59.00oS)を平均した水温の鉛直プロファイルに注目すると，深度 0－80 m にお

いて南極表層水の水温の季節変化が顕著である．冬季および春季は深度 100 m

まで混合層が発達しそれよりも下層で冬季形成水が存在する一方，夏季に表層

付近の水温が 1.5 oCと最大，深度 0－40 mまで夏季形成水が唯一形成され，深

度 40－80 m に季節性水温躍層が存在する特徴的な海洋構造をもつ海域である

(図 4.1)． 

Amos (2001)はU.S. Antarctic Marine Living Resources Living Resources(以

下，AMLR と略す)計画の一部として南半球の夏季に実施した CTD 観測データ

を用いて，サウスシェトランド諸島付近の海洋構造を調査した．その結果，表層

(深度 10 m)水温の年々変化が大きく，その影響は深度 100 mの亜表層まで及ぶ

ことを明らかにした．さらに，Amos (2001)は Naganobu et al. (1999)が考案し

たドレーク海峡を横切る南米大陸と南極半島の間での偏西風の強弱を表す指数

(DPOI)を用いて同海域の海洋構造との関係を調査した．その結果，ドレーク海

峡付近の海上風がサウスシェトランド諸島付近の海洋上層構造に影響を与える

ことを示唆した． 

次に，Naganobu et al. (2008)は Amos(2001)の CTD 観測データを用いて南

極表層水(夏季形成水+冬季形成水)と深層暖水の 3 つの水塊による海況変動の指

標としてサウスシェトランド諸島付近の海面から深度 200 mまでの水温の平均

値(MTEM-200)を導入した．MTEM-200は以下の理由で使用した： 

 

・ 水温は生物への影響を与える環境因子の基本である． 

・ 南極海における採集生物の主な分布深度は，海面から深度 200 mまでに絞り
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込まれていることから，海洋環境構造と生物分布との関係をつなぐことが期

待される． 

 

Naganobu et al. (2008)は海面から深度 200 m までの平均水温 MTEM-200 と

DPOI を比較した結果，春季(CTD 観測前年の 10 月－12 月までの 3 ヶ月平均

値)に有意な相関があることを示した．この結果から，春季の平均的な偏西風は，

夏季のサウスシェトランド諸島付近の表層海況に影響を及ぼし，その変動を左

右することが示唆された．しかしながら，同海域付近において海上風による海洋

応答は明らかにされておらず，未解決のままである． 

 本研究では，ドレーク海峡付近で得られた現場観測データを用いて海洋上層

構造の年々変化に注目する．特に，南半球の夏季において同海域の水温躍層の変

動と人工衛星から得られた海上風を用いて海上風応力から算出したエクマンパ

ンピングに対する海洋の力学的な応答を明らかにすることを目的とする．これ

らを明らかにすることによって本研究の起点となった Naganobu et al.(1999)の

ドレーク海峡付近におけるナンキョクオキアミの変動要因を，物理的な視点か

らの解明に貢献するものであり，南大洋の大気－海洋変動の理解に役立つこと

が期待される． 

 

4.2．使用データ 

4.2.1．Conductivity Temperature Depth(CTD)データ 

 本研究ではサウスシェトランド諸島付近を対象とすることから，米国が実施

している AMLR の一環で行われた CTD 観測で得られた現場水温，塩分，密度

を使用した(データ提供：Dr. Christian S. Reiss, Antarctic Ecosystem Research 

Division, National Oceanic and Atmospheric Administration Fisheries, 

Southwest Fisheries Science Center)．本データの観測期間は 1990年から 2010

年における，1月から 2月(leg1)と 2月から 3月(leg2)の夏季の 2回である．1990

年代前半はエレファント諸島周辺が主体であったが，1997年以降はサウスシェ

トランド諸島周辺も含めた海域へと調査は拡大した(図 4.2)．また，いくつかの

観測点は 1 回のみの年があり，1997 年と 2006 年－2008 年の 4 回では leg1 の

み，2000 年は leg2 のみである．これは，海況や天候，社会情勢によるもので，

その 5 ヶ年以外の年でも観測点の位置や個数が異なっている．各観測点は，海
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面(0 m)から深度 750 m あるいはそれよりも海底が浅いところでは海底上 5 m

の深度まで 1 m毎の観測が行われた． 

 本研究では，以下のように CTDデータを処理した： 

 

・ 異常値などが含まれている 0－9 m のデータを除外して 10 m 以深のデータ

にした． 

・ Error 値(-999.0)などを示す深度のデータを除外した．さらに，error 値が数

100 mに渡って続くか頻出している場合はその測点から除外した． 

 

上記の処理をした後，本研究では leg1(2000年のみ leg2)のデータを主な解析に

使用した．また，位置・個数に問題が少なかった測点を選び，鉛直断面図の作成

に使用した．本研究で用いた海上風データセットは J-OFURO3で，空間解像度

は 0.25度格子，期間は 1991年－2010年までの 20年間である． 

 

4.3．海洋上層構造の年々変化 

 初めに，1991 年－2010 年までの南半球の春季(10 月－12 月までの 3 ヶ月平

均値)におけるドレーク海峡付近の海上風東西成分の平均場に注目した(等値線

は 0.5 m毎)．暖色は西風を示す．図 4.3から見られるように，ドレーク海峡付

近は東西風が卓越しており，等値線がドレーク海峡を東西に通過している．さら

に，青い領域で囲まれている CTD観測域は東西風が卓越している．このことか

ら，CTD 観測域から南北に連続的に測点が存在する 4 測線(西から 57.50oW，

60.00oS－61.75oS；56.50oW，60.00oS－61.75oS；55.00oW，60.00oS－61.75oS；

54.00oW，60.00oS－61.75oS)を平均した海洋構造に注目する． 

 図 4.4 は 4 測線を平均した 1991 年－2010 年までの水温，塩分，密度の鉛直

断面図(平均)である．水温の断面図を見ると(図 4.4a)，深度 50 m以浅に夏季形

成水が広がっており，61.00oS以北では下層の冬季形成水との間に顕著な季節性

水温躍層が存在し，この水温躍層は深度 50－80 m付近までみられる．冬季形成

水をみると，深度 100 m付近を中心に広がっており，深度 150 m以深には深層

暖水が存在している．しかし，61.00oS以南では深度 50 m以浅に 1.5 oC程度の

水温，深度 50 m 以深に冬季形成水が広がっているが，水温躍層は見られず，

61.00oS以北で見られた特徴的な水塊構造とは異なる．塩分の鉛直断面図を見る
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と(図 4.4b)，61.00oS以北では深度 0－50 m付近に低塩分が広がっており，深く

なるにつれて塩分が高くなるとともに，等塩分線が密になっている．一方

61.00oS以南を境に 61.00oS以北で見られた塩分構造とは異なる．密度の鉛直断

面図を見ると(図 4.4c)，水温の鉛直断面図より 61.00oS以北の水温躍層が存在す

る深度 50－80 m付近で顕著な密度躍層が存在するが，61.00oS以南では密度躍

層が存在しない． 

標準偏差の鉛直断面図に注目すると，水温は夏季形成水および冬季形成水の

境となる季節性水温躍層に相当する深度 60 m 付近に 1.1 oC の最大値を示し，

密度は深度 60 m付近に 0.12 kg/m3の最大値を示す．61.00oS以北における水温

および密度躍層に相当する深度 50－80 m付近で偏差が大きい(図 4.5a，図4.5c)．

このことから上層の夏季形成水および下層の冬季形成水の境で水温および密度

の年々変化が大きいことを意味する．塩分の鉛直断面図を見ると，61.00oS付近

に上層から深度 100 m 付近までで偏差が大きい(図 4.5b)．水温，塩分，そして

密度において 61.00oS付近を境に異なる水塊が存在する．61.00oS以南は沿岸に

近いことから，南極大陸沿岸での特徴的な風(すなわち，カタバ風)が大陸から海

洋沖合に向かって強く吹き，沿岸の海氷などが沖へと流される海洋現象の影響

を受けた水であると考えられる．さらに，海上風データも欠測になっていること

から，海上風と海洋構造との関係についての追加解析が困難である．以上より，

本研究では 61.00oS以北の海洋構造に注目する． 

 次に，気象変動の海洋への影響を調べるため，DPOIを用いていくつかの解析

を行った．まず，DPOI の月平均値は季節変動が顕著であることから，CTD 観

測時期の前年の DPOI と CTD 観測の鉛直プロファイルを比較した．第 3 章で

述べたように，DPOI の変動が春季(10月に最大)に卓越するため，前年の DPOI

を使用する．図 4.6 は DPOI の春季の平均値(10 月－12 月)を算出した 1991 年

から2010年までの時系列である．DPOIが高い(低い)年のコンポジットの水温，

塩分，そして密度の鉛直プロファイルを比較する．その際，この期間で DPOI が

高い(低い)年の 5年分をコンポジットした海洋構造に注目する．図 4.7は DPOI

が高い(低い)年のコンポジット(高い年：1991 年，1999 年，2000年，2002 年，

2009 年；低い年：1993 年，1998 年，2001 年，2003 年，2010 年)の水温，塩

分，密度の鉛直プロファイルである．水温の鉛直プロファイルを見ると(図 4.7a)，

DPOIが高い(低い)年では，表層水温に約 0.2 oCの差が見られる．即ち，季節性
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水温躍層の深さが異なることによって，DPOIが高くなる年には水温極小の深度

が 90 m前後になる一方，低くなる年には 70 m前後になる．塩分の鉛直プロフ

ァイルは表層においておよそ 0.1 psuの差が見られ(図 4.7b)，深くなるにつれて

差が小さくなる．密度の鉛直プロファイルを見ると(図 4.7c)，水温の鉛直プロフ

ァイルと同様に，DPOI が高い年と低い年では季節性密度躍層の深さが異なる．

このことから，DPOIによって特徴付けられる海上風変動が CTD観測域におけ

る季節性密度躍層に相当する深度に関係することが推測される． 

 

4.4．海上風と季節性密度躍層の深度変化との関係 

第 4.3節の結果より，ドレーク海峡付近における海上風変動が CTD観測域の

季節性密度躍層の深度に影響を与えることが示唆された．図 4.8 はドレーク海

峡付近および CTD観測域における DPOIが高い(低い)年のコンポジットの海上

風東西成分である．DPOI が高い年はドレーク海峡付近で西風が強まり北西方向

に吹く一方，低い年は西風が弱まり南西方向に吹く．図 4.9は南半球の春季にお

けるドレーク海峡付近の海上風応力回転のコンポジット場である．暖色は高気

圧性の回転場(反時計回り)，寒色は低気圧性の回転場(時計回り)を示す．海峡付

近の回転場は，55oSの南アメリカ大陸先端付近で高気圧性の回転場，60oSを中

心にドレーク海峡で低気圧性の回転場，南極半島先端付近で高気圧性の回転場

という構造をもつ(図 4.9a, b)．CTD 観測域に注目すると，DPOIが平均的に高

い年は局所的に高気圧性(低気圧性)の回転場が支配する一方 DPOI が平均的に

低い年のコンポジットは 55.50oW，60oS－61oSにおいて低気圧性の回転場が支

配すると同時に，その周辺域では低気圧性の回転場が広がり東西方向に空間特

性が異なる．このことから CTD観測域では，局所的な海上風回転場の特性がも

たらされる．そこで本研究では Ekman(1905)によって提唱されたエクマン層理

論に基づく考察を試みる．即ち，海上風応力によって駆動され，コリオリ力と粘

性力が釣り合った状態となるこの理論では，エクマン層内の体積輸送量の空間

的な相違によって，エクマン層内での収束や発散がもたらされる．その結果，鉛

直流速が発生し，エクマン層よりも下層の内部領域にエクマン層から海水が押

し込まれたり(エクマンパンピング)，吸い上げられたり(エクマンサクション)す

る．前節で，DPOIによって特徴付けられる海上風変動が CTD観測域における

季節性密度躍層に相当する深度に関係すること，CTD 観測域において局所的な
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風のシアー存在することから，本節ではエクマン層理論の視点でこれらの変動

要因の解釈を試みる．ドレーク海峡付近における海上風に対する海洋上層への

応答を明らかにするために，海上風応力回転場から算出したエクマンパンピン

グに注目する(エクマンポンピングの詳細は Gill(1982)で示される)． 

 図 4.10は，南半球の春季におけるドレーク海峡付近のエクマンパンピング速

度のコンポジット場である．暖色は上向きの鉛直流速，寒色は下向きの鉛直流速

を示す．回転場の図と比較すると(図 4.9a, b)，正(負)の回転場に相当する海域は

下(上)向きの鉛直流速の海域である(図 4.10a, b)．すなわち，DPOIが高い(低い)

年のコンポジットの時，エクマン層より下層の内部領域にエクマン層から海水

が押し込まれる(吸い上げられる)ことが推測される． 

 さらに，DPOIとエクマンパンピング速度との関係に注目するために，南大洋

上の各格子点におけるエクマンパンピング速度の時系列と DPOI との相関を算

出した．図 4.11は 1991 年－2010年の南半球春季におけるエクマンパンピング

速度と DPOI との相関分布を示す．相関はドレーク海峡付近の西側で比較的大

きな正の海域，東側で大きな負の海域を示している．CTD観測域に注目すると，

CTD 測点は正の海域，その周辺は負の海域である．正の海域で領域平均したエ

クマンパンピング速度(Area A，Area B)と DPOI との相関は，それぞれ 0.23お

よび 0.18で有意な相関が見られない(図 4.12)． 

海上風応力から算出したエクマンパンピング速度の変化と季節性密度躍層に

相当する深度変化を比較した．比較する際，両者は 1991 年－2010 年までの平

均値から各年の偏差を算出し，その偏差の年々変化を調査した．また，海上風に

対する海洋上層応答を調べるため，前年のエクマンパンピング速度の偏差と季

節性密度躍層の深度偏差を比較した(例えば，1992年を見る場合，1991 年 10月

－1992 年 1 月までのエクマンパンピング速度の時間積算値からの偏差と 1992

年から 1991年までの季節性密度躍層の深度偏差)．図 4.13は 4測線を平均した

エクマンパンピング速度の時間積算値からの偏差と季節性密度躍層の深度偏差

の時系列を示す．エクマンパンピング速度の時間積算は，上から順に 10 月－1

月，11 月－1 月，12 月－1 月の平均値である．青線は季節性密度躍層の深度偏

差を示す．エクマンパンピング速度と季節性密度躍層深度との関係を見ると，

1992年－1996年，1998 年－2002年，2009年－2010年は 3つのエクマンパン

ピング速度偏差と密度躍層の深度偏差が対応している．例えば，1999年の値を



69 

 

見ると，1998 年のエクマンパンピングが強まると，季節性密度躍層が約 10 m

深くなる．一方 1994年の値は，1993年のエクマンパンピング速度が弱まると，

季節性密度躍層が約 10 m浅くなる．つまり，平年と比べてエクマンパンピング

速度が強まる(弱まる)と密度躍層の深度が深くなる(浅くなる)．エクマンパンピ

ング速度と季節性密度躍層深度との相関関係は，10 月－1 月で 0.36，11 月－1

月で 0.28，12 月－1 月で 0.81 を示し，12 月－1 月のエクマンパンピング速度

が季節性密度躍層の深度偏差と有意な相関を示した(相関係数は 11 月－1 月の

相関関係を除いて 95%の信頼区間で有意)．このことから，CTD観測域において

エクマンパンピング速度の変動は 1 ヶ月程度の位相差によって季節性密度躍層

に影響することが示唆される． 

 

4.5．議論 

 本研究では，ドレーク海峡付近で得られた CTD観測データを用いて海洋上層

構造の年々変化に注目し，海上風に対する海洋の力学的な応答を明らかにする

ことを目指した．初めに，サウスシェトランド諸島付近における海洋上層構造は，

750 m以浅の水温の鉛直断面図から，南極表層水(夏季形成水+冬季形成水)と深

層暖水の重層構造の存在が確認できた．61.00oSを境にその以北と以南で異なる

水塊特性が示された．この理由として，第 1.1 節で述べたように 61.00oS以北は

南極周極流南端，61.00oS以南は南極沿岸流域に相当するため，61.00oSを境に

海洋構造が異なることが考えられる．61.00oS以北の海水の鉛直プロファイルは

密度に対して水温が支配的であることが示された．また，季節性水温躍層すなわ

ち季節性密度躍層に相当する深度(60 m 付近)で最も変化が大きいことが確認さ

れた．このことは上層の夏季形成水および下層の冬季形成水の境で水温および

密度の年々変化が大きいことを意味する． 

 気象変動の海洋への影響を調べるため，DPOI と比較した結果，春季(CTD観

測前年の 10 月－12 月)の DPOI と有意な関係が示された．すなわち，DPOI が

高い年と低い年に対するコンポジットは季節性密度躍層の深さが鉛直方向に異

なる．この結果から DPOI によって特徴付けられる海上風変動が CTD観測域に

おける季節性密度躍層に相当する深度に関係することが示唆される． 

 海上風に対する海洋上層応答を明らかにするために，人工衛星から得られた

海上風を用いて海上風応力から算出した回転場およびエクマンパンピングと比
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較した．CTD 観測域は，55.50oW を境に東側で正の回転場(反時計回り)および

下向きの鉛直流速，西側で負の回転場(時計回り)および上向きの鉛直流速が局所

的に起こりやすいことが確認された．このことから，同海域はエクマン層より下

層の内部領域にエクマン層から海水が押し込まれる(吸い上げられる)こととし

て解釈される．さらに，DPOIとエクマンパンピング速度との関係に注目すると，

エクマンパンピングは，CTD観測域で局所的に DPOIと正の相関をもつものの

有意な相関が見られない．海上風東西成分に対する EOF第 2モードの空間分布

を見ると(図 3.9)，サウスシェトランド諸島を含むドレーク海峡付近で高振幅で

あることから，高次モードの変動が同海域に影響を与えることが示唆される．言

い換えれば，DPOIに関係する海上風変動とは異なる局所的な変動が CTD観測

域に影響することが示唆される． 

 エクマンパンピングの変化と季節性密度躍層の深度変化とを比較した結果，

10月－1月で 0.36，11月－1月で 0.28，12月－1月で 0.81の相関を示し，12

月－1 月のエクマンパンピング速度偏差が季節性密度躍層の深度偏差と有意な

相関を示した．12 月－1 月のエクマンパンピングとの相関が最も高い理由とし

て，季節性密度躍層の形成される時期に関係することが推測される．そこで，

WOA18 データを用いて CTD 観測域と同じ範囲(57.50oW－53.00oW，61.00oS

－60.00oS)で平均した水温の鉛直プロファイルに注目すると(図 4.14)，10 月－

11 月の水温(密度)は深度 0－100 m で混合層が発達し，季節性密度躍層は形成

されていない．一方 12月から深度 30－70 m付近で季節性密度躍層が形成し始

めて 1 月に発達する．したがって，春季の終わりから夏季の初めにかけてエク

マンパンピング速度が強まる(弱まる)と密度躍層の深度が深くなる(浅くなる)こ

とが示唆されることから，以下の過程が考えられる： 

 

 CTD 観測域における海上風が平均的に強い(弱い)年には，海上風応力の渦度

が正(負)偏差になり，エクマンパンピングによる下(上)向き鉛直流偏差が生じ，

エクマン層下層の内部領域にエクマン層から海水が押し込まれる(吸い上げられ

る)(図 4.15)．その際，1ヶ月程度の時間差(すなわち，密度躍層の形成時期)で下

(上)向き流速偏差に伴う亜表層海水の鉛直変動によって，季節性密度躍層が深く

(浅く)なる． 
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以上より，ドレーク海峡付近の海上風変動は CTD観測域の季節性密度躍層変

動の一要因であると考えられる．このことからドレーク海峡域における海洋変

動の力学機構を解明する上で，海上風による駆動が大変重要といえるが，本研究

の結果は Naganobu et al. (1999)の推論とは異なることに言及する必要がある．

図 4.16は両者の推論を示しており，Naganobu et al. (1999)は，海上風の強い時

期には北向きのエクマン輸送によって表層水が北方へ輸送され，深層から暖か

い栄養塩に富んだ深層暖水が湧昇するため，オキアミが増加すると推論した．一

方，本研究は海上風の強い時期にエクマンパンピングによる下向き鉛直流速が

エクマン層から下層の内部領域に海水を押し込むことにより，夏季形成水が沈

降するため，オキアミは減少すると推論される(図 1.4，図 4.13)．Naganobu et 

al. (1999)の DPOIとオキアミの関係が維持されると仮定するならば，回転場に

よるエクマンサクションに伴う表層収束過程が表層粒子の凝集，すなわちオキ

アミの凝集の可能性があることが示唆される．こうした互いに相容れない推論

の解明には，栄養塩およびクロロフィル a などの生物化学的要素を含めた解析

を通して成される必要があると考えられる今後の課題と言える． 

一方，本研究で得られた結果に対して以下の様な課題も残された．本研究で用

いた CTD 観測データは年 1 回の観測(南半球の夏季のみ)に限定される．季節性

躍層の形成・発達過程を明らかにするためには，少なくとも南半球春季から夏季

の終わりまでの連続的な観測データが必要であるが，南大洋の厳しい環境を考

えると現場観測が困難である．数値モデル等を用いて，南極表層水(夏季形成水

＋冬季形成水)の季節性躍層の形成・発達過程を調べることも必要である．それ

に伴う，夏季形成水，冬季形成水，深層暖水など個々の水塊特性を明らかにする

必要がある．また，本研究では海上風変動と季節性躍層の深度変化に注目したが，

海面を通しての熱的変化および移流・摩擦など他の要因を含めた検討も必要で

ある． 
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図 4.1．サウスシェトランド諸島付近(60.00oW－50.00oW，62.00oS－59.00oS)を

領域平均した季節毎の水温プロファイル(青線：1 月，赤線：4 月，橙線：7 月，

緑線：10月)．水温データはWOA18の気候値を使用． 

d
ep
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図 4.2. Antarctic Marine Living Resources Living Resources (AMLR)観測点の

頻度分布および測点図，●印が CTD観測点． 
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図 4.3. 1991年－2010年の南半球の春季(10月－12月の 3ヶ月平均)におけるド

レーク海峡付近および CTD 観測域(青い領域)における海上風東西成分の平均場． 
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図 4.4. 4測線(西から 57.50oW，60.00oS－61.75oS；56.50oW，60.00oS－61.75oS；

55.00oW，60.00oS－61.75oS；54.00oW，60.00oS－61.75oS)を平均した水温，塩

分，そして密度の鉛直断面図(平均)． 

 

(a) 

(b) 
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図 4.4.続き． 

  

(c) 
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図 4.5. 4測線(西から 57.50oW，60.00oS－61.75oS；56.50oW，60.00oS－61.75oS；

55.00oW，60.00oS－61.75oS；54.00oW，60.00oS－61.75oS)を平均した水温，塩

分，そして密度の鉛直断面図(標準偏差)． 

(a) 

(b) 
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図 4.5.続き． 

  

(c) 
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図 4.6．DPOI の春季の時系列(1990 年の時系列は前年の 1989 年の DPOI の値

を示す)． 
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図 4.7．4測線で平均した DPOI が高い年(1991年，1999年，2000年，2002年，2009年)のコンポジット(青線)および DPOI

が低い年(1993年，1998年，2001 年，2003年，2010年)のコンポジット(赤線)の(a)水温，(b)塩分，そして(c)密度の鉛直プロ

ファイル．

(a) (b) (c) 
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図 4.8．南半球の春季(10 月－12 月までの 3 ヶ月平均)におけるドレーク海峡付

近および CTD 観測域(青い領域)の海上風東西成分のコンポジット場．(a)DPOI

が高い年のコンポジット，(b)DPOI が低い年のコンポジット．海上風東西成分

は黒い等値線によって示されている．等値間隔は 0.5 m/sである．  

  

(a) 
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図 4.8．続き． 

(b) 
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図 4.9．南半球の春季(10 月－12 月までの 3 ヶ月平均)におけるドレーク海峡付

近およびCTD観測域(青い領域)の海上風応力回転場のコンポジット場．(a)DPOI

が高い年のコンポジット，(b)DPOI が低い年のコンポジット．海上風応力回転

場は黒い等値線によって示されている．等値間隔は 0.05 N/m3である．暖色は高

気圧性の回転場(反時計回り)，寒色は低気圧性の回転場(時計回り)を示す． 

(a) 
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図 4.9．続き． 

(b) 
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図 4.10．南半球の春季(10月－12月までの 3ヶ月平均)におけるドレーク海峡付

近および CTD 観測域(青い領域)のエクマンパンピング速度のコンポジット場．

(a)DPOI が高い年のコンポジット，(b)DPOI が低い年のコンポジット．エクマ

ンパンピングは黒い等値線によって示されている．等値間隔は 0.05 m/sである．

暖色は上向きの鉛直流速，寒色は下向きの鉛直流速を示す． 

(a) 
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図 4.10．続き． 

(b) 
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図 4.11．1991年－2010 年の南半球の春季(10月－12月の 3ヶ月平均)における

ドレーク海峡付近および CTD観測域(青い領域)の DPOIとエクマンパンピング

速度の相関分布図．エクマンパンピング速度とともに DPOI の相関係数は黒い

等値線によって示されている．等値間隔は 0.1毎である．暖色は正の相関域，寒

色は負の相関域を示す． 
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図 4.12．DPOI とエクマンパンピング速度の時系列．Area A は 57.50oW－

56.50oW，60.00oS－61.00oS を領域平均したエクマンパンピング速度，Area B

は 54.00oW－55.00oW，60.00oS－61.00oS を領域平均したエクマンパンピング

速度． 
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図 4.13．4 測線を平均したエクマンパンピングの時間積算値からの偏差(赤線：

10月－1月平均，橙線：11月－1月平均，緑線：12月－1月平均)と季節性密度

躍層の深度偏差(青線)の時系列． 
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図 4.14．CTD観測域(57.50oW－53.00oW，61.00oS－60.00oS)を領域平均した水

温プロファイル(青線：10月，赤線：11月，橙線：12月，緑線：1月)．水温デ

ータはWOA18の気候値を使用． 

d
ep

th
 



91 

 

 

図 4.15．CTD 観測域のエクマン輸送量(水平方向の矢印)の収束発散により発生

する鉛直流速(鉛直方向の矢印)の模式図．左側は発散によりエクマンサクション

流速が，右側は収束によりエクマンパンピング速度が発生する． 
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図 4.16．南極半島海域における海上風変動とオキアミ加入量の関係の模式図．左

側は Naganobu et al.(1999)の結果の推論．右側は本研究の結果の推論． 
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第 5章：結論 

 

 本研究では，Naganobu et al.(1999)がドレーク海峡付近における海上風変動と

同海域のナンキョクオキアミ資源量との間で密接な関係があることをベースに，

DPOI で特徴付けられる海上風経年変動が南大洋における如何なる空間規模お

よび特性を有するのかに注目した．さらに，DPOIで特徴付けられる海上風経年

変動に対して，ナンキョクオキアミの生息する海洋環境がどのような応答をす

るのかを明らかにすることを目的とした． 

第 2章では，以降の解析に用いる南大洋上の海上風データを特定するために，

複数の海上風/海上風応力格子データセット間の相互比較を通して，海上風/海上

風応力ベクトルデータの信頼性および精度を検証した．その結果，J-OFURO3 が

他のデータより広い波長帯で最高のエネルギーレベルを示すなどの，空間特性

が最も顕著に見られた．人工衛星に基づく海上風は海氷付近における問題があ

る一方，再解析データには欠測域が存在しないもののモデル依存に起因する問

題があることから，本研究での解析では衛星観測データを使用することにした． 

第 3 章では，最適な海上風データセット J-OFURO3 を用いて，ドレーク海峡

付近の海上風経年変動が南大洋域において如何なる空間規模および特性を有す

るのかを調べた．まず，DPOIの月平均データの南半球の春季および夏季におけ

る年々変動を調べた結果，DPOIと海上風東西成分の高相関域が 60oS付近を中

心とする南極大陸周囲に広がる環状構造を呈すること，それと海上風東西成分

の高振幅域が対応することから，DPOIの変動は南大洋上における海上大気場を

反映していると考えられた． 

 次に，南大洋上における海上風の特徴的な変動パターンを抽出した結果，東西

成分の第 1モードは 50oSを境にその高緯度側と低緯度側で反対の符号をもつシ

ーソーパターンで特徴付けられる環状構造を呈し，その空間特性が先行研究で

指摘された 700hPa 高度場における南半球環状モード(SAM)に良く対応するこ

とから，海面から上層までの大気の順圧構造を有することが示唆された．また，

海上風東西成分の第 1 モードのスコアが DPOI や AAOI と高相関を示すことか

ら，春季および夏季の DPOI で指標化される経年変動は，海上風東西成分の第

1 モードで示される空間特性を有し，SAM を反映する空間特性をもつ結果が得

られた． 
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 第 4 章では，DPOI によって特徴付けられる海上風変動に対する海洋変動へ

の影響を明らかにするために，ドレーク海峡付近における夏季の CTD観測デー

タを用いて海洋上層構造の年々変化に注目した．歴史的データ(WOA18)による

予備的解析では，CTD 観測域において冬季に 0－100 m 付近まで混合層が発達し

冬季形成水が形成される一方，夏季にはその表層に夏季形成水が形成され，その

境に季節性躍層が卓越する海洋構造が見られたことから，CTD データは夏季形

成水の発達する時期の経年変化を捉えていると推測された．CTD データによる

解析から，サウスシェトランド諸島付近における夏季の海洋上層構造は，南極表

層水(夏季形成水+冬季形成水)と深層暖水による重層構造で構成され，61oS を境

にその以北と以南で異なる水塊特性をもつこと，61oS 以北における夏季の海洋

鉛直構造は密度変動に対して水温変動の寄与が大きく，季節性水温躍層すなわ

ち季節性密度躍層に相当する深度(60 m 付近)で最も変化が大きいことが明らか

になった． 

 こうした夏季における海洋構造の気象変動への影響を調べるため，DPOIと比

較した結果，春季(CTD 観測前年の 10 月－12 月)の DPOI と有意な関係があり，

DPOI の高い年と低い年に対する各コンポジットでは季節性密度躍層の深さが

有意に異なることが分かった．これより，DPOIによって特徴付けられる海上風

変動は CTD観測域における季節性密度躍層の深度に影響することが示唆された．

即ち，密度躍層の深度変化は海面を通しての熱的要因でなく，海上風に対する表

層海洋への応答という力学的要因であることが推測されることから，海上風応

力の回転場によるエクマンパンピングを導入して力学的解釈を試みた． 

 衛星観測による海上風応力から算出した回転場ならびにエクマンパンピング

を求め密度躍層深度と比較した結果，CTD 観測域では，55.50oW を境に東側で

は正の回転場(反時計回り)による下向き流速，西側では負の回転場(時計回り)に

よる上向き流速が起きる傾向であることがわかった．また，CTD 観測域におけ

るエクマンパンピングと DPOIとの間には，局所的に正の相関が確認された．さ

らに，季節性密度躍層の深度変化は，12 月－1 月におけるエクマンパンピング

と有意な相関を示したが，WOA18 を用いた解析では，同海域における季節性密

度躍層が 12月に形成を開始し 1月に発達することから，ドレーク海峡付近の海

上風変動が CTD観測域における季節性密度躍層の深度変動をもたらすと考えら

れた． 
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以上から，ドレーク海峡付近の海上風経年変化は南半球環状モードに関連す

る空間特性を呈すること，その変動はナンキョクオキアミの生息する海洋にお

いて季節性密度躍層の深度変動をもたらすことが明らかとなった．本研究で得

られた結果に対して以下の様な課題も残された： 

 

・ 南大洋上における海上風データセット間の信頼性および精度を検証したが，

海氷域など沿岸付近の海上風データの信頼性が必ずしも最適とは言い難い

ので，海氷付近において格子化する際の空間スケールの調整およびデータの

補充性などを含めた追加解析が必要である． 

・ DPOIに関連する海上風変動は，従来の研究で指摘されていた SAMに関係す

る変動場であることが明らかになったが，他の環境因子(水温，塩分，密度な

どの物理環境)と南大洋上における海上大気場に特徴付けられる変動パター

ンとの関連性を調べることによって，南半球における大気－海洋相互作用機

構を含めた全容の解明が期待される． 

・ 海上風に対する海洋の力学的な応答としてエクマンパンピング速度と季節

性密度躍層の深度変化との関係に注目したが，移流や摩擦など他の効果を含

めた力学的な解釈を検討する必要がある． 

・ サウスシェトランド諸島付近に起因する南極表層水(夏季形成水＋冬季形成

水)の季節性躍層の形成・発達過程を調べることで，ドレーク海峡の気候に果

たすサウスシェトランド諸島付近の役割が一層明らかになることが期待さ

れる． 

 

本論文で，ドレーク海峡付近におけるナンキョクオキアミの増減要因は，未解

決のままであるが，同海域の海上風変動とナンキョクオキアミ資源量との関係

の解明に進展する成果である．ナンキョクオキアミは南極海洋生態系を支える

食物連鎖上の鍵種で，オキアミを餌とする生物(例えば，魚類，イカ類，クジラ

類)にとって非常に重要な食糧である．本研究で提示されたこの物理的メカニズ

ムの進展によってオキアミの増減を明確にすることで，将来の人口増加による

食糧危機における資源として社会的に期待される． 
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付録 A．略語一覧 

AAO：   Antarctic Oscillation 

AMLR：  Antarctic Marine Living Resources Living Resources 

CCMP：  Cross-Calibrated Multi-Platform 

COARE3.0： Coupled Ocean-Atmosphere Response Experiment Version 3.0 

CRESAT：  the Centre ERS d’Archvage et de Traitement 

CTD：   Conductivity Temperature Depth 

DPOI：  Drake Passage Oscillation Index 

ECMWF： the European Centre for Medium-Range Weather 

Forecasts 

EOF：   Empirical Orthogonal Function 

GSI：   Gridded Statistical Interpolation 

IFREMER： the Institut Francais Recherche pour la Recherche et 

l’Exploitation de la Mer 

J-OFURO： Japanese Ocean Flux Data Sets with Use of Remote 

Sensing Observations 

JRA55：  the Japanese 55-year Reanalysis 

MTEM-200：  MeanTEMperature-200 

NASA：  National Aeronautics Space Administration 

NCEP/CFSR：  the National Centre for Environmental  

Prediction/Climate Forecast System Reanalysis 

NCEP/NCAR： the National Centre for Environmental  

Prediction/National Centre for Atmospheric  

Research 

NOMANDS： National Operational Model Archive and Distribution System 

PO.DAAC：  the Physical Oceanography Distributed Active 

   Archive Centre 

PSA：   Pacific South American 

QCS2：  Quality Control System Version 2 

QSCAT：  QuikScatterometer 

SAM：   Southern Annular Mode 
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SLP：   Sea Level Pressure 

WOA18：  World Ocean Atlas 2018 
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付録 B．図表の説明文一覧 

＜図の説明分＞ 

図 1.1．南極海の食物連鎖の概念図(Everson, 2000a より引用)． 

 

図 1.2．南半球夏季（1 月－3 月）における過去日本漁船によるオキアミ漁獲位

置(1973年－2005年，黒点)と環境水温指数(oC)(World Oceam Atlas Data 2005)

の分布図(永延, 2009より引用)．等温線は 0.5oC間隔である．□枠で示す海域は

開洋丸/JARPA共同調査海域である． 

 

図 1.3．南大洋において各国によって作成されたナンキョクオキアミの年間漁獲

変化(遠洋水産研究所, 2006より引用)． 

 

図 1.4．夏季(12月－2月の 3ヶ月平均)の DPOI，夏季(1月)の単位体積当たりの

全てのナンキョクオキアミ個体数，ナンキョクオキアミ 2 齢魚，ナンキョクオ

キアミ 1齢魚，そしてクロロフィル a濃度の時系列(Naganobu et al. 1999 より

引用)． 

 

図 1.5．NCEP/NCAR の海面気圧偏差を用いた南半球環状モードの空間パター

ン．暖色は高気圧偏差，寒色は低気圧偏差を示す．Thompson and Wallace (2000)

より引用． 

 

図 1.6．標準化された月平均の南極振動指数の時系列．期間は 1990 年 1 月－

2010年 12月．赤は正偏差を示し，青は負偏差を示す． 

 

図 2.1．比較に用いた係留ブイの位置(★KEO/JKEO，●DBC，▼TAO/TRRON，

◇PIRATA，〇RAMA)． 

 

図 2.2．2008 年の年平均(2008 年 1 月 1 日－2008 年 12 月 31 日)した全海洋上で

の(a)東西海上風応力および(b)南北海上風応力の平均場，そして(c)東西海上風応

力および(d)南北海上風応力の標準偏差場． 
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図 2.3．異なるデータセット間での(a)平均東西海上風応力および(b)南北海上風応

力の年平均南北プロファイル，そして(c)二乗平均平方根の東西海上風応力およ

び(d)二乗平均平方根の南北海上風応力の南北プロファイル(青：J-OFURO2，赤：

J-OFURO3，緑：IFREMER，橙：CCMPV2.0，水色：NCEP/NCAR，紫：NCEP/CFSR，

灰色：JRA55，そして黄色：ERA-Interim)． 

 

図 2.4．50oS 帯における年平均(2008年)東西海上風応力の東西プロファイル(青：

J-OFURO2，赤：J-OFURO3，緑：IFREMER，橙：CCMPV2.0，水色：NCEP/NCAR，

紫：NCEP/CFSR，灰色：JRA55，そして黄色：ERA-Interim)． 

 

図 2.5．50oS 帯における年平均(2008 年)東西海上風応力の東西スペクトル(青：

J-OFURO2，赤：J-OFURO3，緑：IFREMER，橙：CCMPV2.0，水色：NCEP/NCAR，

紫：NCEP/CFSR，灰色：JRA55，そして黄色：ERA-Interim)．黒線は 95%の信頼

限界を示す． 

 

図 2.6．異なるデータセット間での年平均海上風応力回転場の南北プロファイル

(青：J-OFURO2，赤：J-OFURO3，緑：IFREMER，橙：CCMPV2.0，水色：NCEP/NCAR，

紫：NCEP/CFSR，灰色：JRA55，そして黄色：ERA-Interim)． 

 

図 2.7． 45oS 帯における年平均(2008 年)海上風応力回転場の東西プロファイル

(青：J-OFURO2，赤：J-OFURO3，緑：IFREMER，橙：CCMPV2.0，水色：NCEP/NCAR，

紫：NCEP/CFSR，灰色：JRA55，そして黄色：ERA-Interim)． 

 

図 2.8． 45oS 帯における年平均(2008年)海上風応力回転場の東西スペクトル(青：

J-OFURO2，赤：J-OFURO3，緑：IFREMER，橙：CCMPV2.0，水色：NCEP/NCAR，

紫：NCEP/CFSR，灰色：JRA55，そして黄色：ERA-Interim)．黒線は 95%の信頼

限界を示す． 

 

図 3.1．本研究で対象となる(a)南大洋と(b)ドレーク海峡図．海面気圧データは 2

地点を利用した：Rio Gallegos 測候所と Esperanza基地はそれぞれ(b)で示す． 
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図 3.2．DPOIの月毎の気候値(青線)と標準偏差(赤い鉛直線)の年々サイクル． 

 

図 3.3．(a)1952 年－2017 年の南半球の春季(9 月－11 月の 3 ヶ月平均)において

NCEP/NCAR-1 再解析プロダクトによるドレーク海峡を横切る海上風東西成分

(赤線)と DPOI(青線)の時系列．(b)(a)と同じで，海面気圧の時系列(青線：DPOI，

赤線：NCEP/NCAR-1 の海面気圧)． 

 

図 3.4．南半球の春季(9 月－11 月の 3 ヶ月平均)の DPOI から算出した地衡風(青

線)，海上風東西成分(a, c)と南北成分(b, d) (赤線)の年時系列(a, b：J-OFURO3，c, 

d：NCEP/NCAR-1)． 

 

図 3.5．1991年－2017 年の南半球の春季(9月－11月の 3ヶ月平均)の期間中に南

大洋上で海上風((a)東西風と(b)南北風)および夏季(12月－2月の 3ヶ月平均)の期

間中に南大洋上で海上風((c)東西風と(d)南北風) (等値間隔はそれぞれ，(a)-(d)に

対して 1.0m/s である)の平均場(a-d：J-OFURO3)． 

 

図 3.6．1991年－2017 年の南半球の春季(9月－11月の 3ヶ月平均)の期間中に南

大洋上で海上風((a)東西風と南北風(b)) および夏季(12 月－2 月の 3 ヶ月平均)の

期間中に南大洋上で海上風((c)東西風と(d)南北風) (等値間隔はそれぞれ，(a)-(d)

に対して 0.2m/s である)の標準偏差分布図(a-d：J-OFURO3)． 

 

図 3.7．1991年－2017 年の南半球の春季(9月－11月の 3ヶ月平均)の DPOIと海

上風((a)東西風と(b)南北風)および夏季(12月－2月の 3ヶ月平均)の DPOIと海上

風((c)東西風と(d)南北風)の相関分布図(a-d：J-OFURO3)．海上風とともに DPOI

の相関係数は黒い等値線によって示されている．等値間隔は 0.1 毎である．正

(負)の値は実線(点線)によって示されている． 

 

図 3.8．1991年－2017 年の南半球の春季(9月－11月の 3ヶ月平均)の(a)海上風東

西成分および(b)南北風成分および夏季(12 月－2 月の 3 ヶ月平均)の(c)海上風東

西成分および(d)南北風成分に対する EOF第 1モードの空間振幅(a-d：J-OFURO3)．

等値間隔は 10毎である．正(負)の値は実線(点線)によって示されている． 
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図 3.9．1991年－2017 年の南半球の春季(9月－11月の 3ヶ月平均)の(a)海上風東

西成分および(b)南北風成分および夏季(12 月－2 月の 3 ヶ月平均)の(c)海上風東

西成分および(d)南北風成分に対する EOF第 2モードの空間振幅(a-d：J-OFURO3)．

等値間隔は 10毎である．正(負)の値は実線(点線)によって示されている． 

 

図 3.10．1991 年－2017 年の南半球の春季(9 月－11 月の 3 ヶ月平均)の(a)海上風

東西成分の EOF 第 1 モードと(b)海上風南北成分の EOF 第 1 モードおよび南半

球の夏季(12 月－2 月の 3 ヶ月平均)の(c)海上風東西成分の EOF 第 1 モードと(d)

海上風南北成分の EOF第 1モードのスコアの時系列(黒線：J-OFURO3)．DPOI(青

線)と AAOI(赤線)の時系列を重ねた．全ての時系列は標準偏差によって正規化さ

れている． 

 

図 3.11．1991 年－2017 年の南半球の春季(9 月－11 月の 3 ヶ月平均)の(a)海上風

東西成分の EOF 第 2 モードと(b)海上風南北成分の EOF 第 2 モードおよび南半

球の夏季(12 月－2 月の 3 ヶ月平均)の(c)海上風東西成分の EOF 第 2 モードと(d)

海上風南北成分の EOF第 2モードのスコアの時系列(黒線：J-OFURO3)．DPOI(青

線)と AAOI(赤線)の時系列を重ねた．全ての時系列は標準偏差によって正規化さ

れている． 

 

図 4.1．サウスシェトランド諸島付近(60.00oW－50.00oW，62.00oS－59.00oS)で領

域平均した季節毎の水温プロファイル(青線：1 月，赤線：4月，橙線：7月，緑

線：10月)．水温データは WOA18の気候値を使用． 

 

図 4.2. Antarctic Marine Living Resources Living Resources (AMLR)観測点の頻度分

布および測点図，●印が CTD観測点． 

 

図 4.3. 1991年－2010年の南半球の春季(10月－12月の 3ヶ月平均)におけるドレ

ーク海峡付近および CTD 観測域(青い領域)における海上風東西成分の平均場． 
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図 4.4. 4 測線(西から 57.50oW，60.00oS－61.75oS；56.50oW，60.00oS－61.75oS；

55.00oW，60.00oS－61.75oS；54.00oW，60.00oS－61.75oS)で平均した水温，塩分，

そして密度の鉛直断面図(平均)． 

 

図 4.5. 4 測線(西から 57.50oW，60.00oS－61.75oS；56.50oW，60.00oS－61.75oS；

55.00oW，60.00oS－61.75oS；54.00oW，60.00oS－61.75oS)で平均した水温，塩分，

そして密度の鉛直断面図(標準偏差)． 

 

図 4.6．DPOI の春季の時系列(1990 年の時系列は前年の 1989 年の DPOI の値

を示す)． 

 

図 4.7．4測線で平均した DPOIが高い年(1991 年，1999年，2000 年，2002 年，

2009年)のコンポジット(青線)および DPOIが低い年(1993年，1998年，2001 年，

2003年，2010年)のコンポジット(赤線)の(a)水温，(b)塩分，そして(c)密度の鉛直

プロファイル． 

 

図 4.8．南半球の春季(10 月－12 月までの 3 ヶ月平均)におけるドレーク海峡付

近および CTD 観測域(青い領域)の海上風東西成分のコンポジット場．(a)DPOI

が高い年のコンポジット，(b)DPOI が低い年のコンポジット．海上風東西成分

は黒い等値線によって示されている．等値間隔は 0.5 m/sである． 

 

図 4.9．南半球の春季(10 月－12 月までの 3 ヶ月平均)におけるドレーク海峡付

近およびCTD観測域(青い領域)の海上風応力回転場のコンポジット場．(a)DPOI

が高い年のコンポジット，(b)DPOI が低い年のコンポジット．海上風応力回転

場は黒い等値線によって示されている．等値間隔は 0.05 N/m3である．暖色は高

気圧性の回転場(反時計回り)，寒色は低気圧性の回転場(時計回り)を示す． 
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図 4.10．南半球の春季(10月－12月までの 3ヶ月平均)におけるドレーク海峡付

近および CTD 観測域(青い領域)のエクマンパンピング速度のコンポジット場．

(a)DPOI が高い年のコンポジット，(b)DPOI が低い年のコンポジット．エクマ

ンパンピングは黒い等値線によって示されている．等値間隔は 0.05 m/sである．

暖色は上向きの鉛直流速，寒色は下向きの鉛直流速を示す． 

 

図 4.11．1991年－2010 年の南半球の春季(10月－12月の 3ヶ月平均)における

ドレーク海峡付近および CTD観測域(青い領域)の DPOIとエクマンパンピング

速度の相関分布図．エクマンパンピング速度とともに DPOI の相関係数は黒い

等値線によって示されている．等値間隔は 0.1毎である．暖色は正の相関域，寒

色は負の相関域を示す． 

 

図 4.12．DPOI とエクマンパンピング速度の時系列．Area A は 57.50oW－

56.50oW，60.00oS－61.00oS を領域平均したエクマンパンピング速度，Area B

は 54.00oW－55.00oW，60.00oS－61.00oS を領域平均したエクマンパンピング

速度． 

 

図 4.13．4 測線を平均したエクマンパンピングの時間積算値からの偏差(赤線：

10月－1月平均，橙線：11月－1月平均，緑線：12月－1月平均)と季節性密度

躍層の深度偏差(青線)の時系列． 

 

図 4.14．CTD観測域(57.50oW－53.00oW，61.00oS－60.00oS)を領域平均した水

温プロファイル(青線：10月，赤線：11月，橙線：12月，緑線：1月)．水温デ

ータはWOA18の気候値を使用． 

 

図 4.15．CTD 観測域のエクマン輸送量(水平方向の矢印)の収束発散により発生

する鉛直流速(鉛直方向の矢印)の模式図．左側は発散によりエクマンサクション

流速が，右側は収束によりエクマンパンピング速度が発生する． 

 

図 4.16．南極半島海域における海上風変動とオキアミ加入量の関係の模式図．左

側は Naganobu et al.(1999)の結果の推論．右側は本研究の結果の推論． 
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＜表の説明＞ 

表 2.1．全球格子海上風応力データセットの一覧表． 

 

表 2.2．使用ブイの一覧． 

 

表 2.3．使用したブイの分布とデータ数． 

 

表 2.4．全球，低緯度，中緯度，そして高緯度に存在するブイデータと比較した

各海上風応力データセットの統計量． 

 

表 3.1．DPOIと各要素(海上風東西，南北成分と海面気圧)との相関係数． 
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